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１．研究概要 
 １）研究の背景 

断熱壁体に比べ熱的性能が劣る窓の高断熱化は、暖冷房エネルギー削減において重要な手法であるが、北
海道等の寒冷地と同様の気候特性を有するヨーロッパ諸国と比べて、かなり性能が劣っているのが現状であ
る。仮に、それらに匹敵する性能の窓部材が実現できれば、冬期日射取得量も合わせると熱収支上は住宅外
皮の中で最も省エネルギー性の高い部位になるとともに、室内温熱環境の向上や窓配置などの面で設計自由
度を大幅に高めることも可能になる。今後、住宅における低炭素化・省エネルギー化は喫緊の課題であり、
我が国の寒冷地に相応しい高断熱な窓部材の開発は重要なテーマである。 

 
２）研究の目的  
本研究は、寒冷地における空調エネルギーの大半を占める暖房エネルギー削減と低炭素化に向けて、窓枠

の高断熱化、ガラスの高性能化（高断熱化と日射取得量の確保）を図り、世界最高水準の断熱性能（熱貫流
率 0.6W/(m2K)以下）を有する住宅用窓部材を実現するための各種要件と導入効果を明らかにすることを主
な目的とする。 

 
 

２．研究内容 
１) 目標を達成するための各種要素技術の検討（H26年度） 
・ねらい： 海外先進技術製品に関する調査、数値解析等から、樹脂枠、ガラス、ガラス周縁部の各要素技

術の性能向上に関する技術検討を行う。 
・試験項目等：海外先進技術製品の調査・分析、各パーツ（枠・ガラス・ガラス周縁部）の数値解析・分

析等 
２) 実測等による性能検証（H26 年度） 
・ねらい：１）の検討に基づく試作品の断熱性能等を実測等で評価する。 
・試験項目等：JISA 4710（実測）及び JIS A2102（数値解析）に基づく性能評価 
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部企画グループ 主査  5) 副所長  6)株式会社エクセルシャノン  7)倉敷紡績株式会社  8)中島硝子工業株式会社  9)東電化工業株式会社 
1) Researcher of Bld. Environment Group, 2) Researcher of Bld. Environment Group, 3) Senior Research Manager of Structure and 

Material Group, 4) Chief Coordinator of Planning and Coordination Div., 5) Associate Director, 6) Excel Shanon Corporation,  
7) Kurabo Industries Ltd., 8) Nakajima Glass Co., Inc., 9) Azuma Denka Industry Co., Ltd. 



３) 導入効果の予測（H26年度） 
・ねらい：日本の寒冷地を対象に、窓部材が高性能化することよる省エネルギー効果、LCCO2 効果、温

熱環境上の効果等を明らかにする。 
・試験項目等：各種数値解析、シミュレーション等 
 

３．研究成果 
１）目標を達成するための各種要素技術の検討（H26年度） 
・海外先進技術製品として、熱貫流率 0.67W/(m2K)の製品を調査し、フレーム内部の断熱材の充填状況等に

より公称値を満足しない可能性があることなど、フレーム内部の構造や断熱材の充填手法について、本研
究で検討するサッシの構成上の技術的知見を得た。 

・ガラス及びガラス周縁部を対象とした熱解析から、ペアガラス内の中空層への低放射フィルム挿入やガラ
ススペーサーの仕様変更による断熱性能向上の可能性を明らかにした。フレーム部については、断熱材の
充填や内部の金属メッキ処理による放射伝熱低減の効果を試算した。 

・フレーム製作において、フレーム内部への断熱材（硬質発泡ウレタンフォーム）充填は実現できたが、メ
ッキ処理には課題を残した。また、日射受熱時の開閉性に問題が無いことを実験で確認したほか、国内外
の試験規格を参照しガラス部の耐久性試験項目を整理した。 

２）実測等による性能検証（H26 年度） 
・前項の検討を基に、製品化を見据え現実的な高断熱化技術を段階的に盛り込んだ試作品の性能試験を行い、

熱貫流率 0.63 W/(m2K)の性能を確認した。 
・さらなる性能向上の可能性を数値解析により検討し、熱貫流率 0.60 W/(m2K)を実現する仕様を提案した。 
３）導入効果の予測（H26年度） 
・代表都市（旭川、札幌、盛岡、長野、東京）において窓の年間の熱収支を算出し、気候特性や方位に応じ

た本フレームとガラス性能の組合せによる暖冷房負荷削減効果を示した。代表的な住宅モデルを対象に各
都市での暖冷房負荷および CO2 排出量の削減効果を示した。例として、札幌では現行窓（熱貫流率 1.90 
W/(m2K)）から試作品仕様への転換で暖冷房負荷を 17%削減、方位に応じた日射熱取得率の高いガラス仕
様の併用で 36%削減が得られた。また、室内温度環境の面から、室温改善効果や窓付近の温度改善効果を
明らかにした。 

 
４．今後の見通し 

本研究の成果は共同研究者が製品化に活用する。なお、本研究で得られた知見の一部は特許化する予定で
ある。 
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1. はじめに 

(1) 研究の背景 

わが国では 1973 年のオイルショックをきっかけ

に省エネルギーが進められ、産業部門においては経

済規模が大きく拡大したにもかかわらずほぼ横ばい

のエネルギー消費量で推移している。一方、民生部

門における家庭部門のエネルギー消費動向は 1973
年度比で 2009 年においては約 2 倍に増加している。

このような状況下において、建築分野における省エ

ネルギー化の手法として、「負荷の低減」と「エネル

ギーの効率的使用」が考えられる。 
負荷の低減を考えるときに、壁体に比べ断熱性能

が劣る窓の高断熱化は特に重要である。また、冷気

流発生の原因となりやすい窓を高断熱化することは

温熱環境確保の上でも重要性が高い。また、エネル

ギーの効率的使用として、壁体と異なり窓は日射の

ダイレクトゲインが多く期待できることから、さら

なる省エネ化に向けて、その効果は大きいといえる。 
 まず、現状の一般的な窓と高断熱製品について、

その断熱性能を整理する。 
2012 年度に実施した道内の住宅事業者へのアン

ケート調査 1-1)による新築住宅の窓の仕様を表 1-1-1
に示す。現状道内の新築住宅で最も多い仕様は、フ

レーム材が樹脂又は木材、二層複層ガラスに LowE
加工を施しアルゴンもしくはクリプトンガスを封入

したもので、空気層厚さが 12mm 以上のものである。

これらの仕様から、平成 25 年省エネ基準の「仕様に

応じた開口部の熱貫流率」を基に熱貫流率を求める

と 1.9 W/(m2K)となり、新築住宅ではこの程度の断熱

性能を持つ窓が主流として使用されているといえる。 
 国内の高断熱製品では、株式会社エクセルシャノ

ンの熱貫流率 0.81 W/(m2K)のほか、L 社の熱貫流率

0.79 W/(m2K)、Y 社の熱貫流率 0.78 W/(m2K)があり、

熱貫流率 0.8 W/(m2K)前後の水準である。一方、海外

製品に目を向けると、ヨーロッパの A 社で熱貫流率

0.67 W/(m2K)の製品がある等、現状では日本より断

熱性能が高い。これらはいずれもトリプルガラスの

窓の性能である。クアトロ（4 枚）ガラス等ではさ

らに高断熱化すると考えられるが、重量が著しく大

きいために一般的な住宅工事に適用するのが困難と

なる。 
トリプルガラス以下の重量で、ヨーロッパの水準

を上回る世界最高水準の断熱性能を持つ窓が開発さ

れれば、無暖房住宅等といった暖冷房負荷のさらな

る削減に向けて、その可能性を大きく広げるととも

に、多くの波及効果が期待できる。また、省エネ住

宅の設計の自由度を向上させることが期待できる。 
 

表 1-1-1 道内の住宅用窓仕様の調査 
(a) フレーム材とガラス構成 

フ レ ー

ム材 
ガラス 戸 建 住

宅 
共同住宅 

層数 LowE ガス (2012) (2011) 
樹脂 ペア なし 空気 1.4% 17.3% 
又は木  あり  4.0% 17.3% 
   Ar 又

は Kr 
85.5% 47.5% 

 トリプル  8.5% - 
アルミ ペア  - 8.2% 
その他    0.6% 9.8% 

 
(b) 空気層厚さ 

空気層厚さ  
[mm]  

戸建住宅 
(2012) 

共同住宅 
(2011) 

6 0.7% 4.7% 
12 68.3% 95.3% 
16 27.5% 0% 
18 1.0% 0% 
その他 2.5% 0% 

 

(2) 研究の目的 

 本研究では、寒冷地における暖冷房負荷の削減と

温熱環境確保に資する窓の高断熱化のため、世界最

高水準の断熱性能を持つ窓製品の開発に向け、それ

を実現するための各種技術要件を明らかにするとと

もに、試験体の製作と性能検証によってその実現性

を検討する。また、検討した窓の年間熱収支や代表

的な住宅モデルに導入した際の試算から、暖冷房負

荷削減や温熱環境確保の効果を示すとともに、気候

特性や方位に応じた窓フレームとガラス性能の適切

な組み合わせを明らかにする。 
 

(3) 報告書の構成 

第 2 章では、海外の先進技術製品としてヨーロッ

パ A 社の製品を分析し、本研究で検討する窓の技術

的知見を得る。 
第 3 章では、数値計算によって各種高断熱化技術

の性能向上に及ぼす効果を明らかにし、目標性能と

して設定する熱貫流率 0.60 W/(m2K)に到達するため

の要件を示す。 
第 4 章では、第 3 章で検討した高断熱化技術を段

階的に盛り込んだ試作品を作成し、高断熱化技術の

実現性を探るとともに試作品の断熱性能の検証を行

う。 
第 5 章では、長期的な断熱性能の確保や製造時の

－1－ 



課題に係る検討をまとめた。具体的には、複層ガラ

スの耐候性に関する試験条件の整理、フレーム部の

温度収縮に関する実験、フレーム内部へのウレタン

の充填性及びフレーム内部のメッキ処理について検

討を行った。 
第 6 章では、検討する窓の地域や方位に応じた熱

収支や住宅モデルに適用した場合の暖冷房負荷や温

熱環境に及ぼす影響を検討する。また、検討する窓

フレーム部とガラス性能の適切な組み合わせについ

て考察する。 
 

 

[第 1 章参考文献] 
1-1) 月館司 他：北海道型ゼロエミッション住宅に関する研究、

北方建築総合研究所調査研究報告、2014.3 

－2－ 



2. 海外先進技術製品の調査 
(1) 調査概要 

2014 年 3 月 26 日～29 日にドイツのニュルンベル

クエキシビジョンセンターにて開催された窓の見本

市「fensterbau」を視察し、主にヨーロッパの樹脂性

高断熱窓を中心に調査を行った（調査は共同研究機

関が実施）。様々な窓断面やそれに装着された複層ガ

ラスが展示されていたが、全体の傾向としてフレー

ム部は断面中空部に断熱材を充填し断熱性能を強化

しており、また複層ガラスは一部 4 層構成の複層ガ

ラスが展示されていたものの、概ね 3 層以下、ある

いは真空構造の複層ガラスが中心であった。本章で

は「fensterbau」における樹脂製高断熱窓の全体的な

傾向の中でもとりわけ高性能な製品（以下、海外先

進技術製品）を調査対象とし、断熱性能や高断熱技

術について述べる。 
 展示されていた製品において、複層ガラスが 3 層

以下の構成で研究目標値に近い断熱性能を保持する

メーカーの製品を調査対象とした。展示されていた

製品の説明やカタログ記載値・メーカーの規模・調

達の難易度を勘案した。表 2-1-1 に調査対象製品の

カタログ等による仕様及び性能を、断面を図 2-1-1
に示す。 
 
表 2-1-1 調査対象製品の仕様及び性能 

注 ガラス仕様は室外側より記載、数字は厚さ[mm] 
FL：フロート板ガラス、LowE：低放射ガラス、Ar：アルゴ

ンガス 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1-1 調査対象商品の断面 
 
(2) 調査手法 

1) JIS A47102-1) 「建具の断熱性試験方法」による

窓の熱貫流率測定 

窓の熱貫流率 Uwを JIS A4710 に基づいて測定し、

表 2-1-1 で示した値と比較する。測定は北方建築総

合研究所の断熱防露試験室で行った。測定方法の詳

細は 4(4)節に記載するので、ここでは省略する。な

お、表 2-1-1 の Uwは ISO 10077-12-2)-22-3)に基づいた

計算法による値であり、JIS A4710 との間において

室内外の合計表面熱伝達抵抗が異なることから、

(2-2-1)式を用いて測定結果に室内外の合計表面熱伝

達抵抗の差分を補正した値 UwISO を比較に用いる。 
 

 
               (2-2-1)式 
 
  

0.005：合計表面熱伝達抵抗の差分 [(m2K)/W] 
 
2) ガラス中央部の熱貫流率推定 

ガラス中央部の熱貫流率 Uｇについては、1)項の測

定で得られたガラス内外の表面温度及び室内外の

温度差、室内外の合計表面熱伝達抵抗を用い(2-2-2)
式により算出し、表 2-1-1 で示した値と比較する。

なお、表 2-1-1 の Uｇは ISO 102922-4)に基づいた計算

法による値であるため、(2-2-3)式を用いて算出され

た値に ISO 10292 で規定された室内外の合計表面熱

伝達抵抗との差分を補正した値 UｇISO を比較に用い

る。 
ガラス中央部の熱貫流率は ISO 102912-5)や JIS 

A1412-12-6)に基づいて測定することが一般的なため、

ここで算出する値は参考値と位置付ける。 

メーカー ヨーロッパ A 社 
種類 内開き内倒し窓 

（ドレーキップ窓） 
サッシの 
熱貫流率 UwISO 

0.67 W/(㎡ K) 

フレームの 
熱貫流率 UｆISO 

0.79 W/(㎡ K) 

ガラス中央部の 
熱貫流率 UｇISO 

0.50 W/(㎡ K) 
(LowE4-Ar14-FL4- 
Ar14-LowE4） 

ガラスエッジ部の 
線熱貫流率 ψｇISO 

0.032 W/(ｍK) 

サッシサイズ W=1,230 ㎜ H=1,480 ㎜ 

005.0)/1(
1
+

=
w

wISO U
U
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                (2-2-2)式 
 
 
                 (2-2-3)式 

 
 
3) フレーム部の熱貫流率推定 

フレーム部の熱貫流率の算出方法として、計算に

よる方法（ISO 10077-2、JIS A2102-22-7））と測定によ

る方法（ISO 12412-22-8））があるが、計算法を用いる

場合はフレーム断面の詳細情報（CAD データや各媒

質の熱伝導率等）が必要となる。調査対象製品は断

面詳細が得られなかったため、測定法を用いた算出

を前提とする。なお、ISO 12412-2 に規定されるフ

レーム一片ごとの熱貫流率の測定では、窓とした場

合に発生する隅角部を含めた評価ができず、局所的

な熱伝達抵抗において不確かさが残るが、実現象を

鑑みると無視できないと考えられる。そこで、4)項
の測定方法を用いてより実態に沿った形としてフ

レーム部の熱貫流率を算出し、表 2-1-1 で示した値

と比較する。但し、ここで算出する値は ISO や JIS
の規定から外れている為、推定値と位置付ける。 
 
4) 断熱パネルを用いた窓の熱貫流率測定 

ISO 10077-2 や JIS A2102-2 に規定される断面の詳

細計算時における手法を参考に、製品に装着された

複層ガラスを複層ガラスと同等の厚みを持つ押出

法ポリスチレンフォーム等の断熱パネルに置き換

える。断熱パネルを装着した状態における窓全体の

通過熱量を 1)項と同様、JIS A4710 に基づき測定す

る。断熱パネルの熱伝導率をあらかじめ JIS 
A1412-22-9）に基づいた熱流計法により測定し、測定

値を用いて(2-2-4)式より断熱パネルの見付け面積相

当分の通過熱量を算出する。2)項で示す内外の表面

温度を用いる手法においても断熱パネルの通過熱

量算出は可能であるが、より精度の高い方法を優先

した。断熱パネルを装着した状態における窓全体の

通過熱量から断熱パネルの見付け面積相当分の通

過熱量を差し引くことでフレームのみの通過熱量

が得られ、(2-2-5)式によりフレームの熱貫流率が得

られる。なお、表 2-1-1 の Uf は ISO 10077-2 に基づ

いた計算法による値である。ISO 10077-2 で規定さ

れた室内外の合計表面熱伝達抵抗と測定時の室内

外の合計表面熱伝達抵抗との差分を(2-2-6)式を用い

て補正し、補正した値 UfISO を比較に用いる。 
 
               (2-2-4)式 

 
 
                 (2-2-5)式 

 
 
              (2-2-6)式 
 
 

 
5) ガラスエッジ部の線熱貫流率推定 

ガラスエッジ部の線熱貫流率の算出方法は計算

法による方法（ISO 10077-2、JIS A2102-2）のみ規定

されている。しかし、3)項同様、計算法を用いる場

合はフレーム断面の詳細情報が必要なため、計算法

は適用できなかった。断面の詳細情報の代替として

前項までの手法で得た UwISO、UgISO、UfISO を用いて

(2-2-7)式によりガラスエッジ部の線熱貫流率 ψg を

算出し、表 2-1-1 で示した値と比較する。 
 

                      
 
 
 (2-2-7)式 

 
(3) 測定ケース 

 測定仕様の一覧を表 2-3-1 に示す。測定は窓の熱

貫流率 Uw を計測するほか、前節 3)で示すフレーム

部の熱貫流率 Uf を推定する目的で、ガラス部分を熱

抵抗の実測が可能な断熱パネルで置き換えた仕様

で実施した。またすべての測定仕様で室内外表面温

度を各 12 点測定したほか、一部の仕様では参考に

熱画像を撮影した。試験体の断面図を図 2-3-1 に、

表面温度測定点を図 2-3-2 に、試験体の設置状況を

写真 2-3-1 に示す。 
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表 2-3-1 海外先進技術製品の JIS A4710 による熱貫流率測定一覧 
実施日 試験体概要 実施内容 

2014/6/23 
～2014/6/25 

種類： 樹脂サッシ(内開き内倒し)  海外先進技術製品 
（Uw）測定 
熱画像撮影 

サイズ： W1,230 ㎜×H1,480 ㎜ 

ガラス部仕様： 
LowE4-Ar14-FL4-Ar14-LowE4 
（ガス種類は測定値からの推定） 
Ug=0.50W/(㎡ K) （公称） 

フレーム： EPS 挿入 

2014/6/26 
～2014/6/30 

種類： 樹脂サッシ(内開き内倒し) 海外先進技術製品 
（Uf）推定のための断熱パネルモデル 
熱画像撮影 

サイズ： W1,230 ㎜×H1,480 ㎜ 
ガラス部仕様： XPS3b 40 ㎜ 
フレーム： EPS 挿入 

2014/9/30 
～2014/10/2 

種類： 樹脂サッシ(内開き内倒し) 海外先進技術製品 
（Uf）算出のための断熱パネルモデル サイズ： W1,212 ㎜×H1,480 ㎜ 

ガラス部仕様： XPS3b 40 ㎜ 
フレーム： ウレタン充填 

注 ガラス仕様は室外側より記載、数字は厚さ[mm] 
FL：フロート板ガラス、LowE：低放射ガラス、 
Kr：クリプトンガス、Ug：ガラス中央部の熱貫流率 

 
 

 
 

 
 
2014/9/30～ 2014/10/2 実施の際は、窓廻り室外側端部に

30mm×45mm の木材設置 
 

(a)縦断面図              (b)横断面図 
図 2-3-1 試験体断面図 
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(a)室内側                 (b)室外側 

図 2-3-2 表面温度測定点 
 

  
(a) 海外先進技術製品 (b) 海外先進技術製品（断熱パネル置換モデル） 

写真 2-3-1 試験体設置状況 
 
(4) 測定結果 

1) 窓の熱貫流率 

表 2-4-1 に測定結果を、図 2-4-1 に赤外線熱画像

を示す。表中の基準化熱貫流率 Uwを(2-1-1)式を用

いて補正したUwISOは0.81 W/(m2K)となり、表2-1-1
で示した公称値（0.67 W/(m2K)）程度の測定結果

は得られなかった。 

－6－ 



表 2-4-1 海外先進技術製品（複層ガラス）の測定結果 

第１回 第２回 第３回

Φin (W) 38.0 38.0 37.9
Φcal (W) 9.4 9.3 9.4

Φsp=Φin-Φcal (W) 28.6 28.6 28.6
断 θne (℃) -0.3 -0.3 -0.3
熱 θni (℃) 19.2 19.2 19.2
性 θni-θne (℃) 19.5 19.5 19.5
能 Asp (㎡) 1.82 1.82 1.82
試

験

結

果
Rs,t (㎡K/W)

ΔR=0.165-(Ri+Ro) (㎡K/W)

1.240 1.238

基準化熱貫流率
※

Ust=[Um
-1

-Rs,t+R(s,t),st]
-1

0.81Ust (W/㎡K) 0.810.81

冷却側環境温度

Um

加熱側環境温度

(㎡K/W)

表面熱伝達抵抗補正値

試験体両表面の熱伝達抵抗

熱貫流抵抗
R

Rm=1/Um
1.242

-0.003
0.168

試験体両側環境温度差

伝熱開口面積

Um=Φsp/｛(θni-θne)*Asp｝

熱貫流率

試験年月日

測定回

発熱量

試験体

種類： 樹脂サッシ(内倒し内開き) 　サイズ： W1,230×H1,480
ガラス部仕様： LowE4-Ar14-FL4-Ar14-LowE4（ガス種類は測定値からの推定）

　　　　　　　　　Ug=0.50W/(m2K)　（公称）
枠： EPS挿入

　2014/6/23～2014/6/25

0.81 0.81 0.81(W/㎡K)

校正熱量

試験体通過熱量

 
 
 
 
 

  

(a)室内側全体             (b)室内側隅角部 

  

(a)室外側全体             (b)室外側隅角部 
図 2-4-1 海外先進技術製品（複層ガラス）赤外線熱画像 

表面温度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
室内側（℃） 17.7 16.9 17.8 17.8 14.8 15.7 16.4 16.5 16.3 15.1 14.7 15.0
室外側（℃） 1.2 0.8 0.3 0.5 0.7 0.6 0.9 0.7 0.3 0.2 0.1 0.1
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2) ガラス中央部熱貫流率 

図 2-3-2 で示すガラスの内外表面温度測定個所

（No3、4）に該当する温度、(2-2-2)式を用いて求め

た Uｇ、(2-2-3)式を用いて求めた UｇISO を表 2-4-2 に

示す。No3、No4 いずれの補正値においても表 2-1-1
で示した公称値程度に至らなかった。 
 
表 2-4-2 ガラス中央部熱貫流率算出結果 
測定箇所 No3 No4 

室外側表面温度[℃] 0.3 0.5 

室内側表面温度[℃] 17.8 17.8 

Uｇ [W/(㎡ K)] 0.61 0.67 

UｇISO [W/(㎡ K)] 0.60 0.66 

AveUｇISO（No3、4 の平均） 
[W/(㎡ K)] 

0.63 

 
乖離要因として複層ガラスの中空層に充填され

たアルゴンガス（充填率 90％）のリークによる影響

が想定される。ISO 20492-32-10)では、「10 年経過し

たサンプルは加速耐久試験の結果の 10 倍より低い

リークである」と記載されており、短期間でのガス

リークは考えにくいものの、調達した商品は航空機

で輸送しており急激な圧力変動によるガスリーク

の影響の可能性がある。 
そこで、アルゴンガス（充填率 90％）で、表 2-1-1

で示した UｇISO となるような、板ガラスに被膜され

た低放射金属膜（以下 LowE 膜）の垂直放射率を推

定したところ、LowE 膜の垂直放射率を 0 としても

実現出来ないことが分かった。 
よって、乖離要因はガスリークではなくオーダー

時の充填ガスの錯誤と推定し、アルゴンガスをクリ

プトンガス（充填率 90％）と仮定し、表 2-1-1 で示

した UｇISO を実現する LowE 膜の垂直放射率を推定

した結果 0.03 程度となった。 
以上のことからオーダー時の錯誤が乖離の主要

因であると考えた。なお、LowE 膜の垂直放射率を

0.03、充填ガスをアルゴンガス（90％）とした場合

のガラス中央部熱貫流率を伝熱解析で求めた結果

0.67 W/(m2K)となり、測定結果から推定した値 AveU

ｇISO と近い値を示した。 
 

 
3) フレーム部の熱貫流率 
① 測定結果（調査対象製品） 

表 2-4-3 に測定結果を示す。測定結果を基にフレ

ーム部の熱貫流率UfISOを算出した結果0.91 W/(m2K)
となり、表 2-1-1 で示した公称値程度に至らなかっ

た。測定後、試験体を解体する際フレームの一片を

切断し断面を確認した結果、フレーム内部には写真

2-4-1、2-4-2 に示す様な断熱材が充填されていた。

展示会での商品説明では硬質発泡ウレタンフォー

ム（以下、ウレタン）を断熱材として充填している

とのことであったが、フレーム内部の断熱材は一般

的なウレタンの外観（色や表面）と相違していた。

目視では材質の判別がつかず、物性を推定するため

フレームから断熱材を抽出し赤外分光法により組

成分析を実施した。測定結果を図 2-4-2 に示す。抽

出した断熱材のスペクトル（赤）はポリスチレン標

準スペクトル（青）と良く一致していることから、

断熱材の組成はポリスチレン、外観仕様からビーズ

法ポリスチレンフォーム（以下、EPS）と考えられ

る。また、断熱材の全体密度は 24.9 ㎏/㎥であった。

表 2-4-4 で示す JIS A9511「発砲プラスチック保温材」

の分類では 3 号品に分類するが、抽出した材が小さ

いことから測定による不確かさを考慮し、2～3 号相

当と考え断熱材の熱伝導率は 0.037～0.040 W/(mK)
と考えられる。 
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表 2-4-3 海外先進技術製品（断熱パネル）の測定結果 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-4-1 試験体フレーム断面         写真 2-4-2 抽出した断熱材 
 

第１回 第２回 第３回

Φin (W) 34.6 34.6 34.5
Φcal (W) 9.2 9.2 9.2

Φsp=Φin-Φcal (W) 25.3 25.4 25.3
断 θne (℃) -0.3 -0.3 -0.3
熱 θni (℃) 19.2 19.2 19.2
性 θni-θne (℃) 19.5 19.5 19.5
能 Asp (㎡) 1.82 1.82 1.82
試

験

結

果
Rs,t (㎡K/W)

ΔR=0.165-(Ri+Ro) (㎡K/W)

試験体両側環境温度差

伝熱開口面積

Um=Φsp/｛(θni-θne)*Asp｝

熱貫流率

試験年月日

測定回

発熱量

試験体
種類： 樹脂サッシ(内倒し内開き)　サイズ： W1,230×H1,480
ガラス部仕様： XPS3b 40mm
枠： EPS挿入

　2014/6/26～2014/6/30

0.71 0.71 0.71(W/㎡K)

校正熱量

試験体通過熱量

冷却側環境温度

Um

加熱側環境温度

(㎡K/W)

表面熱伝達抵抗補正値

試験体両表面の熱伝達抵抗

熱貫流抵抗
R

Rm=1/Um
1.403

-0.003
0.168

1.401 1.401

基準化熱貫流率
※

Ust=[Um
-1

-Rs,t+R(s,t),st]
-1

0.71Ust (W/㎡K) 0.720.72

表面温度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
室内側（℃） 17.9 17.7 17.9 17.8 17.1 17.3 16.6 17.2 16.3 15.2 14.9 15.0
室外側（℃） 0.4 0.5 0.3 0.5 0.4 0.4 0.8 0.7 0.2 0.2 0.2 0.1
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図 2-4-2 抽出した断熱材の赤外分光結果 

 
表 2-4-4 JIS A9511「発砲プラスチック保温材」の分類 

 
 
 
 
 
 
 
 

② 測定結果（充填断熱材変更） 
①で測定した試験体のフレーム内部に充填され

ていた断熱材は EPS であったが、展示会での商品説

明ではウレタンを断熱材として充填していると説

明があり、何らかの要因により錯誤が生じたと考え

られる。本来の商品仕様に近づけるべく、海外先進

技術製品からガラスを取り外し、枠・障子フレーム

の溶着部分に沿って切断し EPS を取り除き、写真

2-4-3 の様に熱伝導率が 0.024W/(mK)のウレタンを

隙間なく充填し再度フレームを溶着した。なお、切

断の際用いた工具の歯径及びフレーム端部の溶着

による溶け代分の欠損により、窓の仕上がり寸法

（W 寸法）が 2.(3)節で示した試験体より小さくな

ったが、ごく僅かであることから窓全体への影響は

少ないと判断した。ウレタンを充填したフレームを

用いた測定結果を表 2-4-5 に、赤外線熱画像を図

2-4-3 に示す。測定結果を基にフレーム部の熱貫流

率 UfISO を算出した結果 0.86 W/(m2K)となり、①で示

した値から 6%向上し、表 2-1-1 で示した公称値に近

づいた。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-4-3 ウレタンを充填した断面 

透湿係数

厚さ 25mm

at.23 ℃

W/（m・K）

Ａ ビーズ法 特号 27 以上 0.034 以下 185 以下 14 以上 29 以上

種 ポリス １号 30 以上 0.036 以下 145 以下 16 以上 32 以上

チレン ２号 25 以上 0.037 以下 205 以下 12 以上 25 以上

フォーム ３号 20 以上 0.040 以下 250 以下 8 以上 18 以上

保温板 ４号 15 以上 0.043 以下 290 以下 5 以上 10 以上 1.5 以下

種　　　類 密　度 熱伝導率 圧縮強さ 曲げ強さ 燃焼性 吸水量

Kg/ m3 ng/ m2・s ・ Pa Ｎ /cm2 Ｎ /cm2 g/100cm2

3 秒以内に
炎が消え
て、残じん
が泣く燃焼
限界指示線
を超えない

1.0 以下
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表 2-4-5 海外先進技術製品（断熱パネル・フレーム部ウレタン充填）の測定結果 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

(a)室内側全体             (b)室内側隅角部 

  

(a)室外側全体             (b)室外側隅角部 
図 2-4-3 海外先進技術製品（断熱パネル・フレーム部ウレタン充填）赤外線熱画像 

第１回 第２回 第３回

Φin (W) 35.5 35.5 35.4
Φcal (W) 9.9 9.8 9.9

Φsp=Φin-Φcal (W) 25.6 25.7 25.6
断 θne (℃) -0.3 -0.2 -0.3
熱 θni (℃) 19.4 19.4 19.4
性 θni-θne (℃) 19.6 19.6 19.6
能 Asp (㎡) 1.79 1.79 1.79
試

験

結

果
Rs,t (㎡K/W)

ΔR=0.165-(Ri+Ro) (㎡K/W)

1.375 1.372

基準化熱貫流率
※

Ust=[Um
-1

-Rs,t+R(s,t),st]
-1

0.73Ust (W/㎡K) 0.730.73

冷却側環境温度

Um

加熱側環境温度

(㎡K/W)

表面熱伝達抵抗補正値

試験体両表面の熱伝達抵抗

熱貫流抵抗
R

Rm=1/Um
1.377

-0.003
0.168

試験体両側環境温度差

伝熱開口面積

Um=Φsp/｛(θni-θne)*Asp｝

熱貫流率

試験年月日

測定回

発熱量

試験体
種類： 樹脂サッシ(内倒し内開き)　サイズ： W1,212×H1,480
ガラス部仕様： XPS3b 40mm
枠： ウレタン充填

　2014/9/30～2014/10/2

0.73 0.73 0.73(W/㎡K)

校正熱量

試験体通過熱量

表面温度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
室内側（℃） 18.0 17.8 17.8 17.8 17.3 17.4 16.1 17.2 16.3 12.7 13.8 13.5
室外側（℃） 0.5 0.6 0.4 0.6 0.4 0.4 0.6 1.1 0.5 0.2 0.2 0.1
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4) ガラスエッジ部線熱貫流率 
前 項 ま で に 示 し た UwISO=0.81 W/(m2K) 、

AveUgISO=0.63 W/(m2K)、UfISO=0.91 W/(m2K)を用いて

ガラスエッジ部の線熱貫流率 ψg を算出した結果

0.033W/(mK)となり、表 2-1-1 で示した公称値とほぼ

一致した。また、スペーサの形状や材質を確認する

ため複層ガラスを解体し、スペーサを抽出した。写

真 2-4-4 に示す様に、日本国内においても一般的に

流通している、樹脂とステンレスの複合型断熱スペ

ーサであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-4-4 抽出した試験体のスペーサ 

 
5) 測定結果とカタログ値との比較 
 前項までで得られた測定値・推定値と表 2-1-1 に

示した値との対比を表 2-4-6 に示す。 
 
表 2-4-6 測定値・推定値とカタログ値との比較 
部位 測定値 公称値 

（表 2-1-1） 
UwISO  
[W/(m2K)] 

0.81 0.67 

UgISO （No3） 
[W/(m2K)] 

0.60 

0.50 UgISO （No4） 
[W/(m2K)] 

0.66 

AveUgISO （No3,4 の平均） 
[W/(m2K)] 

0.63 

UfISO （EPS） 
[W/(m2K)] 

0.91 

0.79 
UfISO （ウレタン） 
[W/(m2K)] 

0.86 

ψg  
[W/(mK)] 

 0.033  0.032 

 
(5) まとめ 

第 2 章では、海外先進事例の調査としてヨーロッ

パの高断熱サッシを調達し窓の熱貫流率の測定や、

測定結果から複層ガラス・フレーム・ガラスエッジ

部の熱的性能を推定した。また、得られた結果と海

外先進技術製品の公称値を比較し乖離要因を考察

した。調査結果から得られた知見及び商品解体の際

に得られた知見を以下にまとめる。 
 

①  Ugの公称値 0.50 W/(m2K)は、クリプトンガス

相当を用いた値と推定する。アルゴンガスでは

LowE 膜の垂直放射率を 0 としても公称値に届かな

かったことによる。 
②  LowE 膜の垂直放射率は、0.03～0.05 程度と推

定する。 
③  ②相当の LowE 膜の垂直放射率、充填ガスをア

ルゴンガス（90％）とした場合のガラス中央部の熱

貫流率解析結果は、測定結果から推定した’値（AveU
ｇISO）と近似していることが確認できた。 
④  Ufの公称値 0.79 W/(m2K)は、納入状態（フレ

ーム内部に充填された断熱材の材質が EPS）では達

成が確認できなかったが（0.91 W/(m2K)）、ウレタ

ンに代替することにより 6％向上（0.86 W/(m2K)）
し、公称値に近づくことが確認できた。 
⑤ ψgは公称値と推定値がほぼ一致した。これはフ

レームや複層ガラスの断熱性能が公称値と推定値の

違いによりお互いの全体の通過熱流量が異なってい

ても、スペーサ構造や材質が同じであればガラスエ

ッジ部の熱移動はほぼ一定であることを示している。

⑥ 商品のエッジクリアランス寸法は、4 方全て 4 
mm だった。また、締り金物等が納まる空間部（以

下、キャビティ空間）に気密材（センターシール）

が設置されていた。エッジクリアランス寸法やセン

ターシール構造を本研究に採用した場合、既存品と

比較しキャビティ空間が減少、あるいは分断される

ことから対流伝熱の抑制効果が期待できる。 
⑦ フレーム内部には、耐風圧性能を担保すること

を目的として、金属製の補強材を設置する場合があ

る。海外先進技術製品には見受けられなかったが、

調査の結果、写真 2-4-2 で示す黒色のスリット状部

材がそれに該当することがわかった。材質は強化樹

脂系である炭素繊維や硝子繊維を含んだポリブチレ

ンテレフタレート（PBT）であった。従来の金属製

補強材（鋼材：λ=50W/(ｍK)）と比べ熱伝導率がは

るかに小さい（λ=0.27W/(ｍK)）ことから、熱橋効

果の大幅な改善、サッシ全体の断熱性能の向上が期

待できる。また、比重も小さく窓全体の重量軽減も

期待できる。 
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⑧ フレーム内部に充填されていた断熱材は定型品

であったことから、フレーム溶着前の充填が予想さ

れる。溶着前の取り回しや溶着時において断熱材が

ずり落ちない工夫が必要となるが、ビス固定や接着

材による固定手法を用いず、断熱材の断面形状を溶

着時形材内部からずり落ちない様スプリング機能を

持たせることで対処していた。資材の減少や作業効

率向上が期待できる。 
 
 
[第 2 章参考文献] 
2-1) JIS A4710：建具の断熱試験方法,（財）日本規格協会,2004 

2-2) ISO 10077-1：Thermal performance of windows,doors and 

shutters-Calculation of thermal transmittance-Part1：General, 

2006 

2-3) ISO 10077-2：Thermal performance of windows, doors and 

shutters-Calculation of thermal transmittance-Part2 ：Numerical 

method for frames, 2003 

2-4) ISO 10292：Glass in building-Calculation of steady-state U values 

(thermal transmittance) of multiple glazing, 1994 

2-5) ISO 10291：Glass in building-Determination of steady-state U 

values (thermal transmittance) of multiple glazing -Guarded hot 

plate method, 1994 

2-6) JIS A1412-1：熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法−第

1 部：保護熱板法（GHP 法）, 1999 

2-7) JIS A2102-2：窓及びドアの熱性能-熱貫流率の計算-第 2 部：

フレームの数値計算法,（財）日本規格協会, 2011 

2-8) ISO 12412-2：U-value：Hot Box Test Method Window Frames, 

2005 

2-9) JIS A1412-2：熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法−第

2 部：熱流計法（HFM 法）, 1999 

2-10) ISO 20492-3：Glassin buildings-Insulating glass-Part3:：Gas 

concentration and gas leakage, 2010 

 

 

[第 2 章記号] 
D ： 断熱パネルの厚み[m] 

GW ：ガラスの見付け幅[ｍ] 

GH ：ガラスの見付け高さ[ｍ] 

H  ：窓の高さ[ｍ] 

Uf  ：補正前のフレーム熱貫流率[W/(㎡ K)] 

UfISO ：補正後のフレーム熱貫流率[W/(㎡ K)] 

Ug  ：補正前の熱貫流率[W/(㎡ K)] 

UgISO ：補正後（ISO 10292）の熱貫流率[W/(㎡ K)] 

Uw  ：補正前（JIS A4710）の（基準化）熱貫流率[W/(㎡ K)] 

UwISO ：補正後（ISO 10077-1、-2）の熱貫流率[W/(㎡ K)] 

RISO1  ：ISO 10292 に規定された合計表面熱伝達抵抗[0.165(㎡ 

K)/W] 

RISO2 ：ISO 10077-2 に規定された合計表面熱伝達抵抗[0.170(㎡ 

K)/W] 

R   ：測定時の合計表面熱伝達抵抗[(㎡ K)/W] 

W  ：窓の幅[ｍ] 

⊿t  ：測定時の室内外環境温度差[℃] 

θIN  ：室内側ガラス中央部表面温度[℃] 

θout  ：室外側ガラス中央部表面温度[℃] 

Θspf  ：断熱パネルの見付け面積相当分の通過熱量[W)] 

Θsp ：断熱パネルを含めた窓全体の通過熱量[W] 

λ  ：断熱パネルの熱伝導率[W/(ｍK)] 

PW ：断熱パネルの見付け幅[ｍ] 

PH  ：断熱パネルの見付け高さ[ｍ] 

ψg  ：ガラスエッジ部の線熱貫流率[W/(ｍK)] 
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3. 各種要素技術による断熱性向上の可能性検討 
(1) 検討概要 

本章では、断熱性能を向上するための主なポイン

トとして、フレーム内部への断熱材充填（第 2 節）、

フレーム内部における低放射膜層の形成（第 3 節）、

ペアガラス内中空層への低放射フィルム挿入（第 4

節）、ガラスエッジスペーサ（第 5 節）に着眼し、各

節で述べる。フレーム枠の断面の形状、補強材とい

ったその他の構成要素についての検討は第 6節で述

べる。 

さらに、検討の目標とする世界最高水準の窓の断

熱性能として熱貫流率 0.60W/(m2K)を達成するため

の要件を整理して第７節で述べる。 

 以下の検討では、表 3-1-1 に示す窓のタイプ、サ

イズを対象として検討することとした。この仕様は、

寒冷地で過去 30～40 年間において最も使用実績の

ある樹脂製窓メーカーの製品であり、居室において

腰高窓として一般的に使用されている縦すべり出し

窓であり、窓サイズは腰高窓で最も使用実績のある

規格サイズとした。 

 

表 3-1-1 検討対象とした窓仕様 

メーカー 株式会社エクセルシャノン 

製品姿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

窓タイプ 縦すべり出し＋はめころし 

窓サイズ Ｗ＝1,690 ㎜ Ｈ＝1,370 ㎜  
（規格 16513） （w1=665 ㎜） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) フレーム内部への断熱材充填 

1) 検討概要 

第 2 章で示した通り、海外先進事例の調査対象製

品のフレーム内部には、フレーム部の断熱性能向上

を目的とし、ビーズ法ポリスチレンフォーム（以下、

EPS）が充填されていた。また、EPS より熱伝導率

の小さい断熱材として、硬質発泡ウレタンフォーム

（以下、ウレタン）を充填することでさらに断熱性

能が向上することを確認した。本節では、検討対象

窓でフレーム内部に断熱材を充填した場合におけ

る フ レ ー ム 部 の 断 熱 性 能 向 上 効 果 を 、 JIS 
A2102-23-1)に基づく伝熱解析により明らかにする。 
 
2) 断熱材の種類について 

   研究対象窓のフレーム内部に充填する断熱材の

仕様を表 3-2-1 に示す。海外先進技術製品のフレー

ム内部に充填されていた断熱材は、その形状からフ

レーム溶着前の充填と予想したが、本研究ではフレ

ーム溶着後の充填においても対応できる可能性の

高い、湿式充填が可能なウレタンを用いることとし

た。メーカー選択における条件は、市場で一般的に

流通し安定調達が可能であること、ウレタンの発泡

圧によりフレームに悪影響を及ぼさないこと、A 種

硬質ウレタンフォーム保温版 2 種 2 号程度の熱伝導

率を有することとした。 
 

表 3-2-1 断熱材の仕様 

 
3) 断熱材の充填箇所 

   フレーム各部位の断面を図 3-2-1～図 3-2-4 に、内

観姿図を図 3-2-5 に示す。図の斜線部は断熱材の充

填箇所を示す。断熱材を充填することが困難な箇所

は充填対象から外した。  

メーカー 倉敷紡績株式会社 

製品姿 

 
 
 
 
 
 
 
 

製品名 クララフォーム－Ｒ 
熱伝導率 0.024W/(mK)（メーカー公称値） 
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図 3-2-1 フレーム断面     図 3-2-2 フレーム断面     図 3-2-3 フレーム断面 
（障子側上下枠）       （障子側吊元枠）          （方立） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2-4 フレーム断面 
（FIX 側上下縦枠） 

 
 
 
 
 
 

図 3-2-5 内観姿図 
 

 
 
 
 
 

補強材

補強材

ＦＩＸ

図３．２．３－４

開

ｗ１＝６６５ ８０ ｗ２＝９４５

Ｗ＝１６９０

Ｈ
＝
１
３
７
０

図３．２．３－４

図３．２．３－４

図３．２．３－３

図３．２．３－１

図３．２．３－１

図３．２．３－２

図 3-2-1 

図 3-2-1 

図 3-2-2 図 3-2-4 

図 3-2-4 

図 3-2-4 

図 3-2-3 
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4) 数値解析による検討 

フレーム部の熱貫流率 Ufは、フレームに断熱パ

ネルを装着した図 3-2-6 に示す断熱パネルモデル

を用いて、(3-2-1)式で求める。 
 

f

pp
D

f
f b

bUL
U

・−
=

2
         (3-2-1)式 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 障子側上枠       (b) 障子側下枠        (c) 障子側吊元枠 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d) FIX 側上枠      (e) FIX 側下枠        (f) FIX 側縦枠 
 
 
 

 
 
 

(g) 方立 
 

図 3-2-6 フレーム断面 
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断熱パネルモデルの2次元熱コンダクタンス算出に

用いる解析ソフトは、2 次元境界要素法計算プログ

ラ ム TB2D/BEM3-2) （ Thermal Bridge 
Computationby 2-Dimensional Boundary 
Element Method）を用いる。TB2D/BEM は、境

界要素法による 2 次元定常伝熱計算プログラムで、

窓や躯体といった2次元壁体を貫流する総熱流量及

びその表面での温度と熱流を計算することが可能

である。また、リビングアメニティ協会 HP
（http://www.alianet.org/）にて公開されている窓

の熱性能評価プログラム WindEye3-3)の基となるデ

ータベースを作成する計算ツールとして使用され

ているほか、研究等でも多く使用されている。各断

面モデルにおける構成材料の熱伝導率は、表 3-2-2
に示す値を用いた。構成材料の配置は図 3-2-7 に示

す。なお、各断面解析モデルの外壁想定位置は枠フ

レームフィンからの一般的な厚さである通気胴縁

15 ㎜、サイディング 16 ㎜の合計 31 ㎜とし、額縁

想定位置は窓内法基準寸法押え位置（伝熱開口寸法

の押え位置から上枠 30 ㎜、下枠 40 ㎜、縦枠 20 ㎜）

とした。室内側隅角部については JIS A2102-2 に基

づいて局所熱伝達率を別途与えた。 
各断熱パネルモデルの熱流量 Qfp 及び 2 次元熱コ

ンダクタンス Lf
2D の算出結果を表 3-2-3 に示す。 

また、2 次元熱コンダクタンス Lf
2D を用いて算出し

たフレーム部の熱貫流率Ufを表 3-2-4に示す。なお、

算出にあたり各フレーム部の見付面積 Af は、リビ

ン グ ア メ ニ テ ィ 協 会 か ら 発 行 さ れ て い る

TB2D/BEMマニュアル第Ⅱ編応用編資料編 3-4)を参

考とした。 
比較のため、表 3-2-3 と表 3-2-4 には、断熱材が

充填されていない、いわゆる既存仕様における断面

の伝熱解析結果を併記した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)障子側上下枠              (b)障子側吊元枠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c)方立               (d)FIX 側上下縦枠 
図 3-2-7  各断面の構成材料の配置 

枠フレーム

框フレーム

押縁

押縁ヒレ

框側気密材１

框側気密材２

枠側気密材

断熱パネル

断熱材充填箇所
枠フレーム

吊元框補強材
押縁

押縁ヒレ

框フレーム

框側気密材２

枠側気密材

断熱パネル

框側気密材１

断熱材充填箇所

框フレーム

方立フレーム
押縁
押縁ヒレ

框側気密材２枠側気密材

框側気密材１

框側気密材２

押縁
押縁ヒレ

断熱パネル

断熱パネル

　断熱材充填箇所

押縁

押縁ヒレ

断熱パネル

框側気密材２

枠フレーム
断熱材充填箇所方立補強材
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表 3-2-2 構成材料の熱伝導率 

構成材料 材質 熱伝導率 λ 
[W/(mK)] 備考 

枠フレーム 

硬質 PVC 0.17 JIS 規定値 框フレーム 
方立フレーム 
押縁 
押縁ヒレ 

軟質 PVC 0.14 JIS 規定値 枠側気密材 
框側気密材 1 
框側気密材 2 軟質 PVC（独立発泡性） 0.043 メーカー公称値 
吊元框補強材 

鋼材 50 JIS 規定値 
方立補強材 
断熱材 ウレタン 0.024 メーカー公称値 
断熱パネル 0.035 JIS 規定値 

 

表 3-2-3 各断熱パネルモデルの熱流量 Qfp 及び 2 次元熱コンダクタンス D
fL2  

種別 記号 
 
単位 

障子側 
上枠 

障子側 
下枠 

障子側 
吊元枠 

FIX 側 
上枠 

FIX 側 
下枠 

FIX 側 
縦枠 

方立 

断熱材充填 

Qfp（out） W/m -5.72 -5.57 -5.99 -4.54  -4.44 -4.69 -10.86 
Qfp（in） W/m -5.72 -5.57 -5.99 -4.54  -4.44 -4.69 -10.86 
AveQfp W/m 5.72 5.57 5.99 4.54  4.44 4.69 10.86 

D
fL2  W/(m･K) 0.29 0.28 0.30 0.23  0.22 0.23 0.54 

断熱材充填

なし 

Qfp（out） W/m -6.48  -6.28  -6.85  -4.77  -4.56  -4.97    -11.64 
Qfp（in） W/m -6.48  -6.28  -6.85  -4.77  -4.56  -4.97    -11.64 
AveQfp W/m 6.48  6.28  6.85  4.77  4.56  4.97  11.64  

D
fL2  W/(m･K) 0.32 0.31 0.34 0.24 0.23 0.25 0.58 

Qfp（out）：熱流量（室外側）、Qfp（in）：熱流量（室内側）、AveQfp ：室内外の熱流量平均値、 D
fL2 ：2 次元熱コンダクタンス 

 
表 3-2-4 各フレーム部の熱貫流率 Uf 

種別 記号 
 
単位 

障子側 
上枠 

障子側 
下枠 

障子側 
吊元枠 

FIX 側 
上枠 

FIX 側 
下枠 

FIX 側 
縦枠 

方立 

断熱材充填 

Up W/(m2K) 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
bf m 0.10 0.10 0.10 0.05 0.05 0.05 0.13 
Af m2 0.06 0.06 0.12 0.05 0.05 0.07 0.16 

 Uf W/(m2K) 1.02 0.94 1.16 0.75 0.66 0.90 1.31 

断熱材充填

なし 

Up W/(m2K) 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
bf m 0.10 0.10 0.10 0.05 0.05 0.05 0.13 
Af m2 0.06 0.06 0.12 0.05 0.05 0.07 0.16 

 Uf W/(m2K) 1.42  1.31 1.61 0.98 0.77 1.18 1.63 

Up：断熱パネル中央部の熱貫流率、bf：フレーム部の投影幅、Af：フレーム部の見付面積、Uf：フレーム部の熱貫流率 
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5) 断熱材充填の効果

フレーム部への断熱材充填有り無しにおけるフ

レーム各部の熱貫流率 Ufを表 3-2-5 にまとめた。 
表 3-2-5 中の AveUf は、(3-2-2)式を用いて算出し

たフレーム部の平均熱貫流率を示す。 
 

fn

fnfn
f

A
AUAveU

∑
=

・Σ     (3-2-2)式 

 
フレーム部の熱貫流率 Ufは、全ての部位において

断熱材を充填した仕様の方が小さい値となった。障

子側で 28％、FIX 側で 14～23％、方立で 20％、フ

レーム部の平均熱貫流率 AveUf では 23％向上した。 
以上のことから、断熱材の充填は、研究対象窓に

おいてもフレーム部の熱貫流率 Uf向上に効果が大き

いことが確認できた。 
 
表 3-2-5 断熱材充填有無の熱貫流率 Uf への影響 
  フレーム部熱貫流率 Uf 

[W/(m2K)] 
断熱材充填 有り 無し 
部位 障子側上枠 1.02 1.42 
 障子側下枠 0.94 1.31 
 障子側吊元枠 1.16 1.61 
 FIX 側上枠 0.75 0.98 
 FIX 側下枠 0.66 0.77 
 FIX 側縦枠 0.90 1.15 
 方立 1.31 1.63 
全体 AveUf 1.06 1.38 
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(3) フレーム内部の低放射膜の形成 

1) 検討概要 

前節で検討したように、フレーム内部にウレタン

等の断熱材を充填することは断熱性向上のために効

果的である。しかし、フレーム内部には断熱材を充

填することが困難な細かな断面形状も存在する。そ

こで、ウレタン充填以外のフレーム部断熱性能向上

の方策として、フレーム断面内部の放射率低減によ

る高断熱化の可能性を検討する。 
また、前節で検討したウレタンの充填は、狙った

部分に 100%充填できるとも限らない。多少の充填

ムラが発生した場合に、フレーム断面内部の放射率

を低減することによって断熱性能低下のリスク低減

になると考えられるので、これについても併せて検

討する。 
 

2) 放射率低減の方法 

放射率を低減する方法としては、塗料による方

法とメッキによる方法が考えられる。以下にそれ

ぞれを検討する。 
① 塗料による方法 

一般に、遮熱塗料もしくは高反射塗料とは、日射

のような短波に対して遮熱効果が高い、即ち反射率

が高い塗料のことを指しており、これらの塗料では

長波の放射率の低減はあまり期待できない。通常の

塗装を含めた建築材料の多くは放射率 0.9 程度であ

る。 
放射率が低い塗料に関する JIS 規格はない。近い

規格として JIS K 54923-5)（アルミニウムペイント）

があり、これに適合するいくつかの商品が流通して

いる。JIS K 5492 では放射率に関する記述はないが、

鏡面光沢度に関する規定があるために、放射率が低

い可能性がある。ここでは文献 3-1)の表面種別によ

る放射率の値を参考に、対象塗料の放射率を 0.3 程

度であると考える。 
② メッキによる方法 

光沢のある金属は一般的に放射率が高い。次節の

検討では、文献 3-6)による銀の放射率 0.02 を参考に

安全側に考えて、メッキの放射率を 0.05 と考える。 
塗料に比べて放射率の優位性が大きいので、本研究

ではメッキの効果を検討することする。 

 

3) 放射率低減の効果 
単純化のため、平行 2 平面間の熱抵抗で検討する。 

対流熱伝達抵抗 RC は文献 3-7)を基に算出した。放射

熱伝達抵抗 RR は以下による。 

 

4
2

4
112

21

TT

TT
RR

−

−
=
σε

 (3-3-1)式 

111
1

21
12 −+
=

εε
ε  (3-3-2)式 

 

計算結果を表 3-3-1 に示す。なお、充填する断熱

材は前節で検討した硬質発泡ウレタンフォーム（熱

伝導率 0.024 W/(mK)）とした。表 3-1-1 では(a)垂直

面及び(b)水平面それぞれの検討を行っている。結果

として、水平面と鉛直面の計算にあまり差がないの

で鉛直方法についての比較を以下に述べる。 
まず、CASE 5V（両面メッキ）と CASE 4V（片面

メッキ）を比較すると熱抵抗が同じ数値である（表

示桁数より小さい範囲で CASE 5V の熱抵抗がわず

かに大きい）。CASE 4V（片面メッキ）と CASE 3V
（メッキなし）を比較すると熱抵抗の差がある。こ

のことから、金属メッキが可能であれば、熱授受の

最低片面がメッキされていれば断熱性能に効果があ

ると言える。 
CASE 1V（ウレタン完全充填）と CASE 4V（ウレ

タン完全充填でないが片面メッキ）を比較すると、

CASE 1V の熱抵抗が大きいが、その差は大きくない。

このことから、仮にウレタンが完全に充填できない

としても、メッキ加工を施すことによって完全充填

と同等程度の熱抵抗が得られることが分かる。 
このことから、本研究ではフレーム部内側断面の

メッキ処理を断熱性能向上に効果的と考えた。 

 

 

 

－20－ 



 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CASE  断 熱 材 熱

伝導抵抗 

RI 

[m2K/W] 

中 空 層 対

流 熱 伝 達

抵抗 RC  

[m2K/W] 

中 空 層 放

射 熱 伝 達

抵抗 RR 
*2
 

[m2K/W] 

合成 

熱抵抗 

R *3 

[m2K/W] 

CASE 1V 

 

0.625 0 0 0.63 

CASE 2V 

 

0 0.257 7.003 0.25 

CASE 3V 

 

0.417 0.200 0.219 0.52 

CASE 4V 

 

0.417 0.200 3.611 0.61 

CASE 5V 

 

 

0.417 0.200 7.003 0.61 

 

フ
レ
ー
ム
部
材
料

フ
レ
ー
ム
部
材
料

ε1=0.9 ε2=0.9

15mm

熱抵抗R

λ=0.024

フ
レ
ー
ム
部
材
料

フ
レ
ー
ム
部
材
料

熱抵抗R

ε1=0.05 ε2=0.05

15mm

中
空
部

フ
レ
ー
ム
部
材
料

フ
レ
ー
ム
部
材
料

熱抵抗R

ε1=0.9 ε2=0.9

10mm 5mm

λ=0.024

中
空
部

フ
レ
ー
ム
部
材
料

フ
レ
ー
ム
部
材
料

熱抵抗R

ε1=0.9 ε2=0.05

10mm 5mm

λ=0.024

中
空
部

フ
レ
ー
ム
部
材
料

フ
レ
ー
ム
部
材
料

熱抵抗R

ε1=0.05 ε2=0.05

10mm 5mm

λ=0.024

中
空
部

CASE  断 熱 材 熱

伝導抵抗 

RI 

[m2K/W] 

中 空 層 対

流 熱 伝 達

抵抗 RC 
*1
 

[m2K/W] 

中 空 層 放

射 熱 伝 達

抵抗 RR 
*2
 

[m2K/W] 

合成 

熱抵抗 

R *3 

[m2K/W] 

CASE 1H 

 

 

0.625 0 0 0.63 

CASE 2H 

 

 

0 0.247 7.003 0.24 

CASE 3H 

 

 

0.417 0.200 0.219 0.52 

CASE 4H 

 
 

0.417 0.200 3.611 0.61 

CASE 5H 

 

 

0.417 0.200 7.003 0.61 

 

フレーム部材料

フレーム部材料

ε
1 =0.9

ε
2 =0.9

15m
m

熱
抵

抗
R

λ=0.024
フレーム部材料

フレーム部材料

熱
抵
抗

R

ε
1 =0.05

ε
2 =0.05

15m
m

中空部

フレーム部材料

フレーム部材料

熱
抵

抗
R

ε
1 =0.9

ε
2 =0.9

10m
m

5m
m

λ=0.024

中空部

フレーム部材料

フレーム部材料

熱
抵

抗
R

ε
1 =0.9

ε
2 =0.05

10m
m

5m
m

λ=0.024

中空部

表 3-3-1 低放射膜形成の効果の検討 
(a) 垂直面 (b) 水平面 
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(4) ペアガラス内中空層への低放射フィルム挿入 

1) 検討概要 

 本節では、ガラス部の断熱性能を向上させる方策

として、ペアガラス内中空層へ可視光透過低放射フ

ィルム（以下、フィルム）挿入について検討を行う。 
ここでは、以下の 3 点の最適化により、断熱性能

上、理想的なガラス構造について検討する。 
・低放射膜（以下 LowE 膜）の効果と配置の最適化 
・ガス種別の気体熱伝達と中空層の厚みの関係から、

ガスに合わせた最適厚みの推察 
・最適な断熱ガラス構成 
 
2) 計算方法 

ガラス中央部の熱貫流率 Ug は、現在のところ JIS 
R31073-8)「板ガラス類の熱抵抗および建築における

熱貫流率の算定方法」に従って計算されている。一

方で、JIS R3107 は ISO102913-9)がベースとなってお

り、国際的に計算方法として主流となっている ISO 
15099 より古い方式であるため、多層構造のシミュ

レーション方法が概念的にしか示されていないほか、

ガス物性値なども簡易計算方式のため ISO とは数値

計算の結果が異なる傾向がみられる。 
本研究では ISO 150993-10)に従った手順・算定式を

用い、JIS R3107 の境界条件を採用することによって

Ug の算出を行った。 
Ug は(3-4-1)式で求められる。 
JIS R3107 による断熱計算時の境界条件は以下の

通りである。 
 

 
 

 室外温度＝0℃ ， 室内温度＝20℃ 
 室外表面熱伝達率：hout ＝4.9×εｅ＋16.3 

室内表面熱伝達率：hin   ＝5.4×εｉ＋ 4.1 
 

複層ガラスの熱抵抗は中空層の熱抵抗の和と固体

の熱抵抗の和によって求められ、その値に室外およ

び室内表面伝達率を加味して計算した値が、ガラス

中央部の熱貫流率 Ug となる。 
固体部の熱抵抗は材料各々について、厚みを熱伝

導率で除して求めた熱抵抗を積算した値となり、中

空層の熱コンダクタンス（熱抵抗の逆数）は，ステ

ファンボルツマン則によって求めた放射成分と，中

空層に封入されるガスの特性値と厚みおよび対流効

果を考慮して求めた対流成分の値を積算した値とな

る。 
 
3) LowE 膜の効果と配置の最適化 

放射熱伝達 hr は(3-4-2)式によって求められるが，

垂直設置され、熱流方向が複層ガラスの厚み方向で

ある場合、中空層の厚みに対してガラス高さが十分

に大きい場合には、(3-4-3)式に置き換えることがで

きる。 
 

 

 
  

表面放射率が低い材料を向かい合わせて使うこと

で最も放射熱伝達を下げることが可能となるが、放

射率が低い場合にはあまり効果が無い。 
 一般的なフロートガラス（LowE コーティング無

し）と本件で採用したフィルムの放射率を利用して

伝熱解析を実施した結果、下記の結果が得られる。 
 
 ε1＝0.837，ε2＝0.837，Ｔｍ＝283K の場合， 

ｈｒ＝3.68 W/(m2K) 
 
 ε1＝0.045，ε2＝0.837，Ｔｍ＝283Ｋの場合， 

ｈｒ＝0.23 W/(m2K) 
  
ε1＝0.045，ε2＝0.045，Ｔｍ＝283K の場合， 
ｈｒ＝0.12 W/(m2K) 
 

 1 層あたりの気体熱の伝達率は、空気の場合、最

小で 2 W/(m2K)程度（次項にて説明）のため、ガス

を充填してその値を下げるよりも LowE 膜を設ける

方が効率的なことが窺える。ところが、ガラスに対

して LowE 膜の 1 枚設置で 94％低減できるのに対し

て、2 枚使用しても 97％の低減と LowE 膜１枚分追

加したことに見合った効果は得られない。 
 
 また LowE 膜は透明であるが、コーティング無し

(3-4-1) 

(3-4-2) 

(3-4-3) 
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のガラスもしくは PET フィルムと比較すると反射

が高く，着色もあるため、視野性や日射特性等を考

慮すると、１つの中空層に対して LowE 面は 1 つと

する方が効率的である。 
 なお、LowE 膜は基本的に材料の片面にコーティ

ングされることが多く、多層化する場合には、全て

の面に LowE 膜を配置することは非常に困難かつコ

ストが増加することを考慮し、１層あたり１つの

LowE 膜とする。 
 
4) 充填ガス別の厚みの最適化 

気体熱伝達ｈｃは(3-4-4)式によって求められる。 
 

 

 
ここで，ヌセルト数 NU は対流の程度を示す無次

元数で，レイリー数 Ra の大きさに応じて(3-4-5)式～

(3-4-7)式のいずれかおよび(3-4-8)式の計算を行い大

きい値を採用する。 
 

R a≦１０４の時 

 

 
10４＜Ｒａ≦5・10４の時 

 
5・10４＜Rａの時 

および           

 

ここで、レイリー数 Ra は静止流体における熱対流

の様子を特徴づける無次元の数で、グラフホフ数と

プラントル数の積で表される。(3-4-9)式により算出

する。 

 

 
 
 なお、これらに用いる気体の物性値は JIS R 3107
と ISO15099 で異なるが、本研究では ISO15099 に従

って算出したものを用いることとした。相違点につ

いて以下に示す。 
 
① 単一ガスの物性値 
 JIS R 3107 では表に示された気体の物性値より選

択するのに対し，ISO15099 では熱伝導率，粘度，お

よび比熱が表 3-4-1 に示すように温度による補正項

を含む式で示される。これらの値を計算によって求

め，理想気体の状態方程式から密度を算出する。 
 
② 混合ガスの物性値 
 JISR3107 では体積比(理想気体では＝モル分率)で
特性値を割り振るのに対して，ISO15099 では状態方

程式，気体分子運動論，衝突積分などの理論式を組

み合わせてより精度の高い値を求める。 
 算出方法の違いを表 3-4-2 にまとめる。 
 
 

(3-4-4) 

(3-4-5) 

(3-4-6) 

(3-4-9) 

(3-4-8) 

(3-4-7) 
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表 3-4-1 気体の物性値 
ガス 分子量 熱伝導率[Ｗ/(ｍＫ)] 粘度[ｋｇ/ｍｓ] 比熱[Ｊ/ｋｇＫ] 

A B A B A Ｂ 
空気  29.0 2.87×10-3 7.76×10-5 3.72×10-6 4.94×10-8 1.00×103 1.23×10-2 

アルゴン  39.9 2.28×10-3 5.15×10-5 3.38×10-6 6.45×10-8 5.22×102 － 
クリプトン  83.8 9.44×10-4 2.83×10-5 2.21×10-6 7.78×10-8 2.48×102 － 
キセノン 131.3 4.54×10-4 1.72×10-5 1.07×10-6 7.41×10-8 1.58×102 － 

 
表 3-4-2 混合ガスの物性値の算出方法 
物性値 JISR3107 ISO15099 

Ｍmix 
分子量 

  
ρmix 
密度 

 
 

Ｃmix 
比熱 

 
 

 
 

μmix 
粘度 

 
 

 
λmix 

熱伝導率 

 

 

 

 

 

 

ｍｉ：モル分率 理想気体では体積分率と同等、 ：気体定数、P：気体の圧力 

なお、JIS R 3107 では式の表現方法が異なるが、比較しやすいよう ISO15099 と表現方法を揃えた。 
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また、複層ガラスへのガス充填は置換方式で行う

ため、100％の高純度ガスの充填は技術的に難しく、

通常 90％程度で生産される。従って本来は充填ガス

と空気との混合気体の実際の混合濃度にて物性値を

求めるべきであるが、ここでは各気体の特長を簡潔

に比較するために、それぞれのガスが 100％で充填

されたと見なして計算を行うこととした。 
解析条件として便宜的にガスの温度を 283K、対向

する 2 面間の温度差を 15K（JIS R3107 の標準条件）

として気体熱伝達を縦軸、中空層の厚みを横軸とし

てグラフを作成すると図 3-4-1 に示す曲線が得られ

る。あわせて得られた気体熱伝達を厚みで割った、

単位厚みあたりの熱伝導率の値も破線により併記し

た。これにより、対流の発生厚みを副次的に確認す

ることができる。 
空気およびアルゴンは 10 mm 程度，クリプトンは

8 mm 程度，キセノンは 5 mm 程度まで熱伝導率が一

定で対流をしないことがわかり、層数に制限が無い

場合にはこの厚みで分割することで最大の断熱効果

が期待できる。一方で中空層の厚みを増加、あるい

は限られた空間を複数の中空層に分断して断熱性の

向上を試みる場合には、高断熱のガスほど薄い中空

層から対流が発生しやすくなるため、断熱性能とガ

ス充填量に伴い増加するコストとのバランスを考え

上限値を設定する必要がある。（例えば、16 mm の

中空層にクリプトンを充填してもアルゴンガスとほ

とんど変わらず、ガスが占める製品全体に対する費

用は著しく増加するためアルゴンを選択するのが好

ましい。） 
以上の結果から考察した、それぞれのガスへの最

適充填厚みを下記に示す。 
 

 キセノンガス    ⇒  4 ～ 7 mm 
 クリプトンガス   ⇒  6 ～10 mm 
 空気，アルゴンガス ⇒  10 ～16 mm 

 
なお本項では簡易化のために、温度を固定した条

件にて説明を行ったが、実際には、図 3-4-2 に示す

ように、各材料の温度と物性値から求める熱収支と

各部の熱抵抗を連立させ、収束計算を行うことで解

を得る必要がある。 

－25－ 



 

図 3-4-1 中空層の厚みと気体熱伝達の変化 
 
 

 
図 3-4-2 ガラスの熱貫流率計算フロー 
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5) ガラス構成の提案 

LowE 膜、ガス入り中空層を最適な厚みで設計し

ても 1 つのガス層での断熱性には限界があり、その

値を上回るには空間を複数に仕切る必要がある。ガ

ラスは厚みを持つため、限られた厚みでの設計では、

ガラスの厚み×分断数の厚みだけ中空層が減るが、

フィルムの場合にはほぼ厚みがないため、中空層を

減らすことなく設計が可能である。また、フィルム

の場合には、重量もほとんど無いため、ガラス構成

の変更によって窓の構造を見直す等の影響がなく、4
層ガラスや 5 層ガラスに相当する構成を製造できる

というメリットがある。 
上記のことから、本研究においては、フィルムに

よって内部を多数に分断したガラスを選定した。そ

して研究のために設計したガラス構成およびその熱

的特性値を表 3-4-3 に示す。 

 
 

 

表 3-4-3 ガラス構成の提案仕様 
製品厚さ 

[mm] 
ガラス構成 熱貫流率 

[W/(㎡ K]] 
日射 

遮蔽係数 
日射熱 
取得率 

32 LE＋Xe＋SC＋Xe＋SC＋XE＋SC＋Xe＋FL 0.29 0.27 0.23 
36 LE＋Kｒ＋SC＋Kｒ＋SC＋Kｒ＋FL 0.39 0.32 0.28 
38 LE＋Aｒ＋SC＋Aｒ＋FL 0.64 0.40 0.35 
38 FL＋Aｒ＋HM＋Aｒ＋FL 0.69 0.58 0.51 

記号の説明 
 ガラス ： LE＝LowE ガラス 3ｍｍ FL＝フロートガラス 3ｍｍ  
 フィルム： SC＝遮熱タイプフィルム HM＝断熱タイプフィルム  
 中空層 ： Xe＝キセノンガス（90％）6.5ｍｍ 

Aｒ＝アルゴンガス（90％）16ｍｍ 
Kｒ＝クリプトンガス（90％）10ｍｍ  

  気体の物性値：表 3-4-1 の値 
  放射率：フィルムの低放射面 0.045 
           Low-E ガラス 0.059 
           フロートガラス 0.837 
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(5) ガラスエッジスペーサの仕様 

複層ガラスのスペーサの役割および要求性能とし

ては主に以下の 3 点が上げられる（図 3-5-1）。 
・ガラス間の距離の調整および構造体としての保

持：実用的な強度 
・空気層と外部の遮断：水蒸気やガスの透過性が低

いこと 
・空気層の乾燥：スペーサ内部に乾燥材を充填でき

通気孔があること 
 

強度の確保や乾燥材を充填するための空間の形成、

乾燥材が内部へ抜けずに通気を確保するための細孔

を設ける必要があるため、複層ガラスのスペーサは

優れた加工性を持つアルミニウムで製造され始め、

現在でも国内においてはほとんどがアルミニウム製

である。 
しかしながら、アルミニウムは熱伝導率が非常に

高いため木製サッシや樹脂製サッシが用いられるよ

うになるにつれ、ガラスのエッジ部の熱橋が無視で

きない程の影響を与えることから、熱伝導の小さい

鉄、さらに小さいステンレス等の金属への遷移を経

て、金属－樹脂のハイブリッド構造、金属をより薄

い箔とするなどの改善が図られ、現在では樹脂単体

と同等の熱伝導率をもつ材料も現れている。主なス

ペーサの構造と分類を表 3-5-1 に示す。 
 高断熱が特長のフィルム挿入ガラスには、アルミ

ニウムの約 1/5 の熱伝導率であるスチールスペーサ

を標準とし製品化が行われている。現状、旧来より

も金属の厚みを約 1/2 まで薄くして熱橋部の断面比

率を下げた薄型のスチールスペーサを標準として用

いている。これにより金属単体でありながらも U 字

形状のハイブリッドスペーサと同等の断熱性が確保

されている。 
 本研究では、従来品に比べて著しく高断熱のガラ

スとなるため、Hi-Q スチールスペーサよりもさらに

熱伝導率の低いステンレス製のスペーサを用いるこ

ととした。 
ウォームエッジは ISO10077-13-11)もしくは JIS 

A2102-13-12)において図3-5-2の様に定義されている。 
定義に従いアルミニウム、スチール、Hi-Q スチー

ル、ステンレスおよび将来的に適用を考えている樹

脂スペーサについて Σ（ｄ・λ）を計算し、ウォーム

エッジへの適合を確認した。その結果を表 3-5-2 に

示す。 

 今回は第 5 章に記載する、耐候性試験やフォギン

グ試験における信頼性も考慮し、金属単体でありな

がらウォームエッジに適合する、ステンレススペー

サを用いることとした。今後は耐候性試験で得られ

る結果を確認しながら、さらに高断熱となる樹脂ス

ペーサの導入も検討する。 
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図 3-5-1 スペーサの役割および外観 
 

表 3-5-1 主なスペーサの分類と金属部の推移 

 

 

 
図 3-5-1 ISO10077-1 及び JIS A2102-1 によるウォームエッジの定義 

 
表 3-5-2 主なスペーサの分類 
スペーサ種類 金属厚み 

[mm] 
熱伝導率 
[W/(ｍK)] 

Σ(d･λ) 
[W/K] 

ウォームエッジ

適合 
アルミニウム 0.41 171.63 0.141 × 

スチール 0.36  48.00 0.035 × 
薄型スチール 0.20  48.00 0.019 × 
ステンレス 0.20  14.86 0.006 ○ 

樹脂 －  0.16 0.001 ○ 
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(6) 断熱材充填・低放射層以外のフレーム部の高断

熱化 

1) 検討概要 

本節では断熱材充填・低放射層以外のフレーム部

断熱性能向上の方策として、2 章の海外先進事例の

調査で得た知見を基に、2)項でエッジクリアランス

寸法・キャビティ寸法の最小化・センターシール構

造の採用がフレーム部の高断熱化にどの程度影響

するかをケーススタディで明らかにする。 
既存サッシは耐風圧性能担保を目的として方立

や吊元框の断面中空部に金属製の補強材（鋼材）が

挿入されている。方立や吊元框は金属性補強材の熱

橋効果により他の部位と比べ断熱性能が大きく劣

っている部位でもある。ここについても海外品と同

様、補強材の材質を強化樹脂とした場合における断

熱性能の向上効果について、方立断面を例に 3)項で

明らかにする。 
また、枠・框に設置している気密材について、熱

伝導率の小さい材料を選択することによる断熱性

能の向上効果を 4)項にて明らかにする。 
さらに、(2)節で用いた枠フレームより断熱性能が

高い可能性のある既存枠フレームを抽出し、その実

力を 5)項にて明らかにする。 
 
2) エッジクリアランス寸法・キャビティ寸法の最

小化、センターシール 

図 3-2-6(c) に 示 し た 吊 元 框 断 面 を 例 に 、

TB2D/BEM を用いた伝熱解析により妥当性の評価

を行った。図 3-6-1 に示すように、ケース 1：既存

仕様（エッジクリアランス寸法 9 ㎜、キャビティ寸

法 15 ㎜）、ケース 2：既存仕様からエッジクリアラ

ンス寸法 3 ㎜、ケース 3：既存仕様からキャビティ

寸法 10 ㎜、ケース 4：既存仕様にセンターシール追

加、ケース 5：ケース 2 と 3 の複合、ケース 6：ケ

ース 2 と 4 の複合、ケース 7：ケース 3 と 4 の複合、

ケース 8：ケース 2～4 の複合をケーススタディとし

て、各仕様の室内外の熱流量平均 AveQfp、フレーム

部の熱貫流率 Uf、サッシ H=1,370 ㎜における吊元框

領域の通過熱流量 Qf を算出した。算出結果を表

3-6-1 に示す。尚、吊元框領域の通過熱流量算出は

(3-6-1)式を用いる。 
 

fff AUQ ・=     (3-6-1)式 

単体評価のケース 2～4 において、全てのケース

でケース 1 より AveQfp、Uf、Qf いずれも小さい値を

示したことから、どのケースも断熱性能向上に有効

であることが確認できた。つまり、伝熱解析上では

2 章で得た知見が検討対象窓においても有効である

ことを示すことができた。 
Ufに着目すると最も小さいのはケース 4であった。

また、ケース 2 の Uf はケース 3 とほぼ同等であっ

た。Qf に着目すると、ケース 3 が最も小さな値を示

した。これは Uf がケース 4 より劣っていても、キ

ャビティ寸法を小さくしたことにより Af も連動し

て小さくなり、Qf の要素において Uf の差より Af の

差の方が支配的となったためである。Uf はケース 4
が最も優れているが、サッシ全体の総合熱貫流率の

観点では Qf による比較が好ましい。よって、単体

評価ではケース 3 が最も効果があると言える。複合

評価のケース 5～8 において、最も Uf、Qfが小さい

値を示したのは全てのケースを複合させたケース 8
であった。Uf ベースでは 7％、Qf ベースでは 15％向

上することがわかった。 
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(a) ケース 1                   (b) ケース 2                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) ケース 3                   (d) ケース 4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(e) ケース 5                     (f) ケース 6 
 
 
 
 
 
  
 
 

 
 

(g) ケース 7                   (h) ケース 8 
図 3-6-1 検討ケースの断面形状

補強材

９㎜（エッジクリアランス）１５㎜（キャビティ）

補強材

１５㎜（キャビティ） ３㎜（エッジクリアランス）

補強材

９㎜（エッジクリアランス）１０㎜（キャビティ）

補強材

９㎜（エッジクリアランス）１５㎜（キャビティ）

センターシール

補強材

１０㎜（キャビティ） ３㎜（エッジクリアランス）

補強材

センターシール

１５㎜（キャビティ） ３㎜（エッジクリアランス）

補強材

９㎜（エッジクリアランス）１０㎜（キャビティ）

センターシール
補強材

１０㎜（キャビティ） ３㎜（エッジクリアランス）

センターシール
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表 3-6-1 各ケーススタディの算出結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3) 方立補強材の材質見直し 

既存製品では、方立内部に設置されている金属製

補強材によって熱橋が生じる。一方、2 章で示した

ように海外先進技術製品では金属製補強材の代替

えとして強化樹脂（硝子繊維、あるいは炭素繊維入

りのポリブチレンテレフタレート）を用いていた。

研究対象窓は、材料の熱伝導率・強度・成形性・調

達難度・単価を勘案し、炭素繊維入りポリカーボネ

ート樹脂（以下 CFRP）を用いた場合における方立

部の断熱性能向上効果を明らかにする。 
 
① CFRP 補強材の断面形状及び基本物性 

住宅用窓の一般的な耐風圧グレードである、

1600Pa 相当が担保可能な板厚・形状とした。図 3-6-2
に断面形状を、写真 3-6-1 に外観を、表 3-6-2 に基

本物性を示す。 
 
② CFRP 補強材を挿入した方立断面の伝熱解析 

図 3-6-3 に示す断面構造にて、TB2D/BEM を用い

た伝熱解析によりフレーム部の熱貫流率 Uf を算出

した。また、材質を金属から CFRP に変えたことに

よる熱橋効果の改善度合いの確認を目的として、方

立の室内側最低表面温度 θを既存断面、CFRP 補強

材を装着した断面をともに算出した。フレーム部の

熱貫流率 Uf 及び方立の室内側最低表面温度 θ の、

既存断面との対比結果を表 3-6-3 に、表面温度 θの
位置を図 3-6-4 に示す。 

CFRP 補強材を用いた断面の Uf は、金属製補強材

を用いた既存断面のそれより 10％向上した。補強材

の熱伝導率に連動して Uf が向上することがわかっ

た。また、方立の室内側最低表面温度 θ は、CFRP

補強材を用いた断面の方が 1.4℃高く、熱橋効果の

改善に有効であることがわかった。補強材の断面形

状を、方立の室内側壁面に隣接しない形状としたこ

とも表面温度の上昇要因の一つとして考えられる。 
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図 3-6-2 CFRP 補強材の断面形状       写真 3-6-1 CFRP 外観 
 
表 3-6-2 CFRP の基本物性 
項目 試験方法 物性値 
密度[g/㎥] ISO 11833-13) 1.31 

引張弾性率[Mpa] ISO 527-13-14),-23-15) 
17200 

破壊応力[Mpa] 155 
曲げ強さ[Mpa] ISO 1783-16) 

210 
曲げ弾性率[Mpa] 16200 
線膨張係数[1/℃] ISO 11359-23-17) 6.0×10-6 

熱伝導率[W/(ｍK)] JIS A1412-23-18) 0.35 
図 3-6-3 CFRP を装着した方立断面 

 
 
 
表 3-6-3 フレーム部熱貫流率 Uf 及び室内側方立最低表面温度 θの対比 
補強材材質 Uf[W/(㎡ K)] θ[℃] 
金属（鋼材） 1.63 14.8 
CFRP 1.46 16.2 

 
 
 
 
 
 
 

 
(a )既存断面             (b) CFRP 補強材を装着した断面 

 
 

図 3-6-4 方立の室内側最低表面温度 θ位置（図の●印が該当箇所） 

２６．５

３
２

２

ＣＦＲＰ補強材
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4) 枠・障子に設置している気密材の見直し 

既存製品の枠・障子には、図 3-6-5 に示す通り軟

質 PVC を用いた気密材を設置している。気密・水

密ラインを保つ重要な個所として耐久性・追随性に

優れた材料を一般的には優先するため、軟質 PVC
やクロロプレンゴムを用いることが多い。それらの

熱伝導率はフレーム（硬質 PVC）と大きく変わらな

いが改善の余地はあると考え、研究対象窓に、材料

の熱伝導率・耐久性・追随性・調達難度・単価を勘

案し、独立発砲性熱可塑性エラストマー樹脂（以下

TPO）を用いた場合におけるフレーム部の断熱性能

向上効果を明らかにする。材料の熱伝導率はメーカ

ー公称値 0.041W/(mK)を用いた。形状を図 3-6-6 及

び写真 3-6-2 に示す。図 3-6-7 に示す断面構造にて、

TB2D/BEM を用いた伝熱解析によりフレーム部の

熱貫流率 Uf を算出した。また、軟質 PVC から TPO
に変えたことによる熱橋効果の改善度合いの確認

を目的として、室内側気密材の表面温度 θを既存断

面・TPO 気密材を装着した断面共に算出した。Uf

及び室内側気密材表面温度 θの、既存断面との対比

結果を表 3-6-4 に、室内側気密材表面温度 θの位置

を図 3-6-8 示す。 
TPO を用いたフレーム部の熱貫流率 Uf は、軟質

PVC を用いた既存断面のそれより 1％向上した。わ

ずかではあるが、気密材の熱伝導率に応じて Uf が

向上することがわかった。また、室内側気密材表面

温度 θは TPO を用いた断面の方が 0.8℃高く、熱橋

効果の改善が概ね確認できた。 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
図 3-6-5 既存枠・障子の気密材設置位置 

（吊元框断面） 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

  
 

 
 

図 3-6-6 TPO の形状 
 

 

写真 3-6-2 TPO の形状 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3-6-7 解析に用いた断面（吊元框） 

 
 
表 3-6-4 フレーム部熱貫流率 Uf 及び室内側気密材

表面温度 θの対比 
気密材材質 Uf [W/(m2K)] θ [℃] 
軟質 PVC 1.61 13.5 
TPO 1.59 14.3 

 

框側気密材

枠側気密材

枠側気密材

框側気密材
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53㎜（出寸法）

27㎜（躯体への乗り代）

80㎜（奥行き寸法）

65㎜（出寸法）

15㎜（躯体への乗り代）

65㎜（出寸法）

15㎜（躯体への乗り代）

65㎜（出寸法）

15㎜（躯体への乗り代）

80㎜（奥行き寸法）

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(a)既存断面            (b)TPO 気密材を装着した断面 
 
 

図 3-6-8 室内側気密材表面温度の位置（図の●印が該当箇所） 
 
 
 
5) 枠フレーム 

(2)節で示した研究対象サッシの枠フレームに用

いた断面は、図 3-6-9 に示す通り室外側の出寸法が

65 ㎜、躯体への乗り代が 15 ㎜、フレームの奥行き

寸法が 80 ㎜の、市場流通が多い断面を 1 例として

用いた。市場流通にとらわれず様々な既存枠フレー

ムを整理し、高断熱化が期待できる形状として、図

3-6-9 に示すフレームの奥行き寸法は変わらず室外

側の出寸法が 53 ㎜、躯体への乗り代が 27 ㎜の、室

外側露出面が少なく躯体への乗り代が多い断面を

抽出した。室内側に 12 ㎜セットバックしたことに

より断熱境界の比率が増加（熱的影響を受けないエ

リアが増加）する。本項では、図 3-6-10 に示す枠フ

レームを用いた場合における各部位の断熱性能を、

TB2D/BEM を用いた伝熱解析により明らかにする。 
TB2D/BEM を用いた伝熱解析により各部位（方立

部は除く）の熱貫流率 Uf を算出した。算出結果を

表 3-6-5 に示す。表中には、図 3-6-9 で示した枠フ

レーム形状における各部位の熱貫流率との対比も

併せて示す。 
この結果、全ての部位において、室外側露出面が

少ない断面を用いた方が Uf は 2％小さく、僅かでは

あるが断熱性能が向上することが明らかとなった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6-9 (2)節で示した枠フレーム形状 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6-10 検討形状 
(室外側露出面が少なく躯体への乗り代が多い) 
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表 3-6-5 フレーム部熱貫流率 Ufの算出結果 

部位 各部位の熱貫流率 Uf 
[W/(㎡･K)] 

枠フレーム形状 通常 
（図 3-6-8） 

変更案 
（図 3-6-9） 

障子側上枠 1.42 1.39 
障子側下枠 1.31 1.29 
障子側吊元枠 1.61 1.58 
FIX 側上枠 0.98 0.96 
FIX 側下枠 0.77 0.75 
FIX 側縦枠 1.15 1.13 

 
6) その他 

前項では室外側露出面が少ない枠フレームの影

響を明らかにしたが、当該フレームのさらなる断熱

性能向上方策として、躯体との接合部に生じる、放

射・対流による熱橋効果がその大きさから無視でき

ない中空部（図 3-6-11）に、3.(2)で示した様に断熱

材を隙間なく充填することが考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6-11 躯体との接合部に生じる中空部 
 
 
 

 

 

 

躯体との接合部に生じる中空部

－36－ 



(7) 窓全体の断熱性能 

前節までは部位別に各種高断熱化技術を検討した。

本節ではそれらを総合して、窓の各部位の仕様と断

熱性能について検討し、目標とした熱貫流率 0.60 
W/(m2K)を達成する要件を明らかにした。 

まず、前節までの内容を踏まえ、窓の断熱性能向

上の代表的なポイントを図 3-7-1 にまとめる。ガラ

ス中央部については低放射フィルムの挿入やガスの

封入、ガラスエッジ部についてはスペーサの仕様、

フレーム部については断熱材の充填、内部メッキ処

理、センターシールの有無やエッジクリアランス寸

法等といった断面形状が、断熱性能に影響を与える

こととなる。 
表 3-7-1 に各部位の仕様と熱貫流率の計算結果を

示す。計算方法は JIS A2102 による。仕様 A は比較

のために示す株式会社エクセルシャノンの現行製品

で最高の断熱性能を有する製品である。仕様Aは JIS 
A4710 に基づく試験により熱貫流率 0.81 W/(m2K)が
確認されているが、JIS A2102 に基づく計算では 0.89 
W/(m2K)である。 

仕様 C は熱貫流率 0.60 W/(m2K)を達成する仕様で

ある。ただし次の点において、製品化を考えたとき

に現状困難な点がある。 
製造上困難な点として、フレーム内部のメッキ処

理が現状困難であること（5.4 節で検討）、フレーム

内部に充填する断熱材はフェノールフォーム定型材

（熱伝導率 0.019W/(m2K)）を想定したが、定型材は

フレーム内部の充填性が低いことが懸念される。 
また、ペアガラス内にキセノンガスを封入する事

を想定しており、技術的には可能であるものの高価

になりすぎることがある。 
本研究ではこれら仕様と断熱性能の関係を踏まえ

た上で、製品化を想定し製作可能な範囲において、

試作品を作成し性能検証を行うこととした。次章の

ステップ 2 とした仕様を表 3-7-1 の仕様 B として示

した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7-1 断熱性能向上のための要素技術 
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項目   仕様 A 仕様 B 仕様 C 

構
成
要
素
の
検
討 

ガラス

中央部 

  

熱貫流率[W/(m2K)] 0.56 0.39 0.29 

ガラスの構成 トリプルガラス 低放射フィルム２枚 低放射フィルム３枚 

  
  
  

（LowE3-Kr11-FL3-K

r11-LowE3） 

（LowE3-Kr10-Kr10-Kr

10-FL3） 

（LowE3-Xe6.5-Xe6.5-Xe

6.5-Xe6.5-FL3） 

  ガス クリプトンガス クリプトンガス キセノンガス 

ガラス

エッジ

部 

  

線熱貫流率[W/(mK)] 0.039 0.048 0.047 

スペーサ―仕様 樹脂 ステンレス ステンレス 

フレー

ム部   

  

熱貫流率[W/(m2K)] 1.38 0.80 0.76 

断熱材充填 なし 

図 3-7-1 の位置に、熱

伝導率 0.024（硬質発泡

ウレタンフォーム相当）

挿入 

図 3-7-1 の位置に、熱伝

導率 0.019（フェノールフォ

ーム定型材相当）充填 

  内部メッキ なし なし あり（放射率 0.05） 

  
断

面

形

状 

  

  

  

  

  

センターシール なし あり 

  キャビティ寸法 15mm 10mm 

  エッジクリアランス 9mm 3mm 

  補強材の素材 スチール ステンレス 

  戸当り気密材の素材 軟質塩ビ ノルプレンフォーム 

  
吊元框補強材 有 

無（水密・気密・耐風圧性能に支障がないことを確認

済み） 

サッシ全体 熱貫流率[W/(m2K)] 0.89 0.65 0.56 

 

 

 

 

(8) まとめ 

本章では部位別に断熱性能向上の可能性検討を

行った。 
フレーム部については、断熱材充填によって 20%

程度、断面寸法の最小化やセンターシール挿入によ

って 10%程度の熱貫流率を低減できるほか、方立補

強材等の材質を見直すこと等による熱貫流率低減効

果を示した。また、フレーム内部にメッキ処理を施

すことによる熱抵抗確保の効果を示した。 
ガラス部については、低放射フィルム挿入による

効果を検討し、キセノンガスと低放射フィルム 3 枚

によるガラス部の熱貫流率 0.29W/(m2K)仕様やクリ

プトンガスと低放射フィルム 2 枚によるガラス部の

熱貫流率 0.39W/(m2K)仕様を提示した。また、エッ

ジスペーサ―の材質の違いによる断熱性能の違いを

示した。 
窓全体の性能としては、コストもしくは製作上現

実的な仕様として熱貫流率 0.65 W/(m2K)の組合せ、

さらなる高断熱化を目指す仕様として熱貫流率 0.56 
W/(m2K)の組合せを提案した。 

 
 

表 3-7-1 各部の仕様と窓の断熱性能 
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[第 3 章 記号表] 

Af  ：フレーム部の見付面積 

Β ：気体膨張係数（１／K） 

bp  ：断熱パネルの見付け幅 [m] 

bf   ：フレームの投影幅[ｍ] 

Ｃ ：気体の比熱 

d ：中空層の厚さ（m） 

ｇ ：重力加速度 

Ｈ ：ガラスの高さ（m） 

D
fL2

 
： 2 次元熱コンダクタンス[W/(ｍK)] 

Ｎｕ ：ヌセルト数＝対流の程度を示す無次元数 

Ρ ：気体の粘度 

Qfp（out） ：熱流量（室外側） 

Qfp（in）  ：熱流量（室内側） 

AveQfp：室内外の熱流量平均値 

Ｒａ ：レーリー数 

RC ：対流熱伝達抵抗 [(m2K)/W] 

RR ：放射熱伝達抵抗 [(m2K)/W] 

Ｒｉ ：中空層の熱抵抗 

Ｒｇ，ｉ：ガラス，フィルム等の個体部の熱抵抗 

T ：面の温度 [K] 

Ｔｍ ：中空層気体の温度（K） 

Uf  ：フレーム部の熱貫流率 

Ufn  ：各部位のフレーム部熱貫流率[W/(㎡ K)] 

AveUf：フレーム部の平均熱貫流率[W/(㎡ K)] 

Up   ：断熱パネル中央部の熱貫流率[W/(㎡ K)] 

⊿Ｔ ：2 面間の温度差（K） 

ε ：面の放射率 [-] 

 添え字 1, 2 ： 面の番号 

σ ：ステファンボルツマン係数 5.67×10-8 [W/(m2･K4)] 

λgas ：中空層気体の熱伝導率 

μ ：気体の粘度 
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4. 試験等による断熱性能の検証 
(1) 検討概要 

前章では、数値計算によって断熱性能向上の可能

性とその方策を探った。本章では、断熱性能向上の

方策のうち、製品化を見据えた上で現実的な高断熱

化技術を盛り込んだ試作品を作成し、その性能検証

を行う。 
第 3 節では試作品の性能を数値計算で予測し、第

4 節では試作品の性能を試験で計測、第 5 節では数

値計算と試験結果の比較を行う。 
これらのことから、断熱性能向上の実現性を検討

する。 
 

 

 

 

(2) 検討ケース 

試作品は前章で検討した技術を段階的に盛り込み、

以下の 2 種類（ステップ 1、ステップ 2）を作成した。 
 

① ステップ 1 

既存製品から、3.(6)節で示した断熱材充填・低放

射層以外のフレーム部の高断熱化手法として、エッ

ジクリアランス寸法、キャビティ寸法の最小化、セ

ンターシール構造を採用した。 
 

② ステップ 2 

ステップ 1 の項目に加え、3.(2)節で検討したフレ

ーム部への断熱材充填、3.(4) 節で検討したペアガラ

ス内中空層への低放射フィルム挿入を採用した。 
 

各ステップの仕様を表 4-2-1 に整理する。

 
 
 
 
表 4-2-1 各ステップの仕様一覧 
ステップ 1 2 

試験番号 1（断熱パネル） 
5（複層ガラス） 
6（断熱パネル） 

種類 縦すべり出し＋はめころし 
サイズ W1,690 ㎜×H1,370 ㎜ 
枠形状 図 3-6-8 図 3-6-9 
断熱材充填 無し 有り 
エッジクリアランス寸法 3 ㎜ 
キャビティ寸法 縦 10 ㎜、横 14 ㎜ 
センターシール 4 方有り 

補強材材質 鋼材（吊元框、方立） CFRP（方立） 
吊元框補強材は無し※ 

枠・框の気密材 軟質 PVC TPO 
枠と躯体の接合部の断熱補強 無し 有り 

複層ガラス － 

LowE3-Kr10-Kr10-Kr10-FL3 
（遮熱タイプフィルム入り 

ガラス） 
Uｇ=0.39W/(㎡ K) 
ηｇ=0.28 

断熱パネル XPS3b 30 ㎜ XPS3b 35 ㎜ 
注 ガラス仕様は室外側より記載、数字は厚さ[mm] 

FL：フロート板ガラス、LowE：低放射ガラス、Kr：クリプトンガス 
※ 該当サイズにおける社内耐風圧試験結果（S-3：1600Pa）による 
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(3) 計算法による検討 

1) 検討概要 

試作品による実測での検証に先行し、本節では計

算法によって試作品の性能を予測する。手法は JIS 
A2102-14-1)、-24-2)による。 

いずれも、フレーム各部の熱貫流率 Uf、フレー

ム部の平均熱貫流率 AveUf を算出する。 
さらにステップ 2 では、ガラスエッジ部の線熱貫

流率 Ψg、ガラスエッジ部の平均線熱貫流率 AveΨg、

サッシ全体の熱貫流率 Uwを算出し、(5)節で測定結

果との比較を行う。 
 
2) 計算手法 

 窓の熱貫流率の計算法は、ガラスの計算法とフレ

ームを加えた窓全体の計算法に分かれる。ガラスの

計算法は JIS R 31074-3)、ISO 102924-4)、ISO 
150994-5)が規格化されているが、本研究におけるガ

ラスの計算については JIS R 3107 に基づいたメー

カー算出値を用いた。 
窓全体の総合熱貫流率 Uwは(4-3-1)式で示される。 

 
 

                     (4-3-1)式  
 

 
フレーム部の熱貫流率 Uf は(3-2-1)式で求められ

る。 
(4-3-1)式で示す通り、窓全体の総合熱貫流率 Uw

は、ガラス中央部の熱貫流率 Ug とフレーム部の熱

貫流率 Uf の他に、複層ガラスの場合は複層ガラスの

ガラススペーサ部周辺の 2 次元熱流の影響を表わす

ガラスエッジ部の線熱貫流率 Ψg が必要となる。JIS 
A2102-1 付属書 E に示される規定値を使用する方法

（簡易計算法）もあるが、より計算精度の高い JIS 
A2102-2 の手法（詳細計算法）によることとし、試

験体各断面の伝熱解析を行う。 
ガラスエッジ部の線熱貫流率 Ψｇは、フレーム部に

複層ガラスを挿入したモデルの伝熱解析から得られ

る 2 次元熱コンダクタンス DL2
Ψ と、(3-2-1)式より得ら

れるフレーム部の熱貫流率 Uf を用いて、(4-3-2)式
で求める。 

 
 

 (4-3-2)式     

 
ステップ 1、2 各断面解析モデルの外壁想定位置、

額縁想定位置、室内側隅角部の取り扱いは、3.(2).4)
項で示した通りとする。ステップ 1 の各断面モデル

を図 4-3-1（断熱パネルモデル）に、構成材料の熱伝

導率を表 4-3-1に、構成材料の配置を図 4-3-2に示す。

ステップ 2 の各断面モデルを図 4-3-3（(a)～(g)は断

熱パネルモデル、(h)～(g)は複層ガラスモデル）に、

構成材料の熱伝導率を表 4-3-2 に、構成材料の配置

を図 4-3-4 及び図 4-3-5 に示す。 
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(a) 障子側上枠     (b) 障子側下枠        (c) 障子側吊元枠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d) FIX 側上枠        (e) FIX 側下枠          (f) FIX 側縦枠 
 
 
 
 
 
 
 

(g) 方立 
 

（いずれも断熱パネルモデル） 
 

図 4-3-1 ステップ 1 の各断面モデル 
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(a)障子側上下枠         (b)障子側吊元枠 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c)方立           (d)FIX 側上下縦枠 
図 4-3-2 各断面の構成材料配置：ステップ 1 断熱パネルモデル 
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(a) 障子側上枠     (b) 障子側下枠        (c) 障子側吊元枠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d) FIX 側上枠        (e) FIX 側下枠          (f) FIX 側縦枠 
 
 
 
 
 
 
 

(g) 方立 
 

（いずれも断熱パネルモデル） 
 
図 4-3-3 ステップ 2 の各断面モデル 
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(h) 障子側上枠     (i) 障子側下枠        (j) 障子側吊元枠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(k) FIX 側上枠        (l) FIX 側下枠          (m) FIX 側縦枠 
 
 
 
 
 
 
 
 

(n) 方立 
 
（いずれも複層ガラスモデル） 

 
図 4-3-3 ステップ 2 の各断面モデル 
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(a)障子側上下枠         (b)障子側吊元枠 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(c)方立            (d)FIX 側上下縦枠 
図 4-3-4 各断面の構成材料配置：ステップ 2 断熱パネルモデル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)障子側上下枠           (b)障子側吊元枠 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c)方立             (d)FIX 側上下縦枠 
図 4-3-5 各断面の構成材料配置：ステップ 2 複層ガラスモデル 
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表 4-3-1 ステップ 1 の各断面モデルにおける構成材料の熱伝導率 

構成材料 材質 熱伝導率 λ 
[W/(mK)] 備考 

枠フレーム 

硬質 PVC 0.17 JIS 規定値 
框フレーム 
方立フレーム 
押縁 
押縁ヒレ 

軟質 PVC 0.14 JIS 規定値 枠側気密材 
框側気密材 1 
框側気密材 2 独立発泡性軟質 PVC 0.04 メーカー公称値 
センターシール 軟質 PVC 0.14 JIS 規定値 
戸先框補強材 

鋼材 50 JIS 規定値 
方立補強材 
断熱パネル 0.035 JIS 規定値 

 
 
表 4-3-2 ステップ 2 の各断面モデルにおける構成材料の熱伝導率 

構成材料 材質 熱伝導率 λ 
[W/(mK)] 備考 

枠フレーム 

硬質 PVC 0.17 JIS 規定値 
框フレーム 
方立フレーム 
押縁 
押縁ヒレ 軟質 PVC 0.14 JIS 規定値 
枠側気密材 TPO 0.041 メーカー公称値 
框側気密材 1 
框側気密材 2 独立発泡性軟質 PVC 0.04 メーカー公称値 
センターシール 軟質 PVC 0.14 JIS 規定値 
方立補強材 CFRP 0.35 メーカー公称値 
断熱材 1 ウレタン 0.024 メーカー公称値 
断熱材 2 独立発泡性軟質 PVC 0.04 メーカー公称値 
断熱パネル 0.035 JIS 規定値 
板ガラス ソーダ石灰ガラス 1.0 JIS 規定値 
スペーサ ステンレス 15 メーカー公称値 
ブチル ポリイソブチレン 0.24 JIS 規定値 
乾燥材 モレキュラーシーブ 0.10 JIS 規定値 

封止材 シリコン 0.49 メーカー公称値 

フィルム ポリエチレン 0.50 メーカー公称値 
ガラス中空層 1（室外側） 0.128 

メーカー算出値 ガラス中空層 2（中央部） 0.125 
ガラス中空層 3（室内側） 0.128 

 

－47－ 



3) フレーム部の伝熱解析

断熱パネルモデルの熱流量 Qfp 及び複層ガラスモ

デルの熱流量 Qfg を算出する。算出には解析ソフト

TB2D/BEM4-6)を用いる。各ステップにおける各断熱

パネルモデルの熱流量 Qfp 及び 2 次元熱コンダクタ

ンスの Lf
2D の算出結果を表 4-3-3 に示す。なお、ス

テップ 2 の方立における複層ガラスモデル（図

4-3-3(n)）は、解析ソフトの媒質指定容量を超えてし

まう為、JIS A2102-2 付属書 E 文献 5 Annex C4-7)に記

載される「Two box model」（概要を図 4-3-6 に示す）

によりガラスエッジ部（ブチル・スペーサ・乾燥材）

を図 4-3-7 の様に簡略化し、該当部の等価熱伝導率

を算出しその結果を用いた。該当部分の等価熱伝導

率は 0.73 W/(mK)である。 
また、各断熱パネルモデルにおける 2 次元熱コン

ダクタンス Lf
2D から算出したフレーム部の熱貫流率

Uf を表 4-3-4 に示す。なお、算出にあたり各フレー

ム部の見付面積 Aｆは、3.(2).4)項を参考とした。 
さらに、ステップ 1、2 及び 3.(2)節で示した既存

仕様における各部位のUf及びAveUfの一覧を表 4-3-5
に、対比を図 4-3-8 に示す。なお、AveUf は(3-2-2)式
を用いて算出した。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3-6 「Two box model」の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3-7 ガラスエッジ部の簡略化 
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表 4-3-3 熱流量及び 2 次元熱コンダクタンスの算出結果 

種別 記号 単位 障子側 
上枠 

障子側 
下枠 

障子側 
吊元枠 

FIX 側 
上枠 

FIX 側 
下枠 

FIX 側 
縦枠 

方立 
 

ステップ 1 
 
断熱パネル

モデル 

Qfp（out） W/m -6.17 -6.01 -6.43 -4.69 -4.51 -4.89 -11.20 
Qfp（in） W/m -6.17 -6.01 -6.43 -4.69 -4.51 -4.89 -11.20 
AveQfp W/m 6.17 6.01 6.43 4.69 4.51 4.89 11.20 

D
fL2  W/(m･K) 0.31 0.30 0.32 0.23 0.23 0.24 0.56 

ステップ 2 
 
断熱パネル

モデル 

Qfp（out） W/m -4.89 -4.80 -4.80 -4.02 -3.92 -4.09 -8.82 
Qfp（in） W/m -4.89 -4.80 -4.80 -4.02 -3.92 -4.09 -8.82 
AveQfp W/m 4.89 4.80 4.80 4.02 3.92 4.09 8.82 

D
fL2  W/(m･K) 0.24 0.24 0.24 0.20 0.20 0.20 0.44 

ステップ 2 
 
複層ガラス

モデル 

Qfp（out） W/m -4.09 -3.97 -3.99 -3.22 -3.07 -3.34 -7.31 
Qfp（in） W/m -4.09 -3.97 -3.99 -3.23 -3.07 -3.34 -7.31 
AveQfp W/m 4.09 3.97 3.99 3.23 3.07 3.34 7.31 

D
fL2  W/(m･K) 0.20 0.20 0.20 0.16 0.15 0.17 0.37 

Qfp（out）：熱流量（室外側）、Qfp（in）：熱流量（室内側）、AveQfp ：室内外の熱流量平均値、 D
fL2 ：2 次元熱コンダクタンス 

 
表 4-3-4 各フレーム部の熱貫流率 Uf 

種別 記号 単位 障子側 
上枠 

障子側 
下枠 

障子側 
吊元枠 

FIX 側 
上枠 

FIX 側 
下枠 

FIX 側 
縦枠 

方立 

ステップ 1 
 
断熱パネル

モデル 

Up W/(m2K) 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
bf m 0.09 0.09 0.09 0.05 0.05 0.05 0.12 
Af m2 0.06 0.06 0.11 0.05 0.05 0.07 0.15 

 Uf W/(m2K) 1.27 1.18 1.50 0.90 0.73 1.10 1.51 

ステップ 2 
 
断熱パネル

モデル 

Up W/(m2K) 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83 
bf m 0.09 0.09 0.09 0.05 0.05 0.05 0.12 
Af m2 0.06 0.06 0.11 0.05 0.05 0.07 0.15 

 Uf W/(m2K) 0.84 0.78 0.82 0.69 0.60 0.77 0.90 
Up：断熱パネル中央部の熱貫流率、bf：フレーム部の投影幅、Af：フレーム部の見付面積、Uf：フレーム部の熱貫流率 

 
 
表 4-3-5 ステップ 1、2 及び既存仕様の Uf 及び AveUf 一覧 

部位 フレーム部熱貫流率 Uf 
[W/(m2K)] 

ステップ 既存仕様 1 2 
障子側上枠 1.42 1.27 0.84 
障子側下枠 1.31 1.18 0.78 
障子側吊元枠 1.61 1.50 0.82 
FIX 側上枠 0.98 0.90 0.69 
FIX 側下枠 0.77 0.73 0.60 
FIX 側縦枠 1.15 1.10 0.77 
方立 1.63 1.51 0.90 
AveUf 1.38 1.27 0.80 
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図 4-3-8 ステップ 1、2 及び既存仕様の Uf 及び AveUf 

 
 
表 4-3-5 及び図 4-3-8 から、全ての部位においてス

テップ 2 が、最も Uf 及び AveUf が小さい値を示し、

既存仕様＞ステップ 1＞ステップ 2 が確認できた。

既存仕様に対する、ステップ 1 の Uf 向上率は、障子

側 7～10％、FIX 側 4～8％、方立 7％だった。同様

にステップ 2 は、障子側 40～49％（吊元枠 49％）、

FIX 側 22～33％、方立 42％だった。ステップ 1 に対

する、ステップ 2 の Uf 向上率は、障子側 34～45％（吊

元枠 45％）、FIX 側 18～30％、方立 40％だった。障

子側吊元枠と方立の向上率が他の部位と比べ突出し

ているが、これは補強材の削除や材質の変更による

影響が加えられていることを示している。 
 
4) ステップ 2 におけるガラスエッジ部の線熱貫流

率 

表 4-3-3 の各複層ガラスモデルにおける 2 次元熱

コンダクタンス DL2
Ψ 及び表 4-3-4 のフレーム部の熱

貫流率 Uf を用いて、(4-3-4)式により算出したガラス

エッジ部の線熱貫流率 Ψｇを表 4-3-6 に示す。なお、

Ψｇ算出の際用いるガラス中央部の熱貫流率算Ugは、

(4-3-3)式を用いて補正した値 Ug’を使用する。JIS 
R3107 と JIS A2102-1、-2 の内外表面熱伝達率の規定

値が異なっており、JIS A 2102-1、-2 の規定値に合わ

すべく、JIS R3107 の規定値との差分を加味する必要

がある。 
 
 

                                (4-3-3)式 
 
 
なお、表 4-3-6 中の Aveψg は、(4-3-4)式を用いて算出

した。 
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適応 JIS 

一般 JIS A2102-1 

フレーム部 JIS A2102-2 

ガラスエッジ部 JIS A2102-2 

ガラス部 JIS R3107 

内外温度差 Δt 20.00  ℃ 

伝熱開口 

サッシの幅 Ｗ 1.69  m 

サッシの高さ Ｈ 1.37  m 

w1 寸法 w1 0.67  m 

伝熱面積 S 2.32  m2 

表面 

熱伝達率 

室内側 αi 7.69  W/(m2･K) 

室外側 αo 25.00  W/(m2･K) 

ガラス 

ガラス中央部熱貫流率 Ug 0.39 W/(m2･K) 

補正ガラス中央部熱貫流率 Ug' 0.39 W/(m2･K) 

ガラス露出幅（障子側） lｇw1 0.54  m 

ガラス露出幅（FIX 側） lｇw2 0.90 m 

ガラス露出高（障子側） lｇh1 1.18  m 

ガラス露出高（FIX 側） lｇh2 1.27  m 

ガラス露出面積 Ag 1.77  m2 

ガラス中央部の通過熱流量 ΣAgUg' 0.70 W/K 

フレーム部の通過熱流量 ΣUfAf 0.44 W/K 

ガラススエッジ部の通過熱流量 Σlｇψg 0.38 W/K 

サッシ全体の通過熱流量 Σlｇψg 1.51 W/K 

サッシ全体の熱貫流率 Uw 0.65 W/(m2･K) 

 

表 4-3-6 ステップ 2 におけるガラスエッジ部の 
線熱貫流率 Ψｇ 

部位 
ガラスエッジ部の 
線熱貫流率 
[W/(ｍK)] 

障子側上枠 0.047 
障子側下枠 0.046 
障子側吊元枠 0.047 
FIX 側上枠 0.048 
FIX 側下枠 0.045 
FIX 側縦枠 0.050 
方立 0.099 
Aveψg 0.048 

 
 
 

5) ステップ 2 におけるサッシ全体の熱貫流率 

表 4-3-4 の各フレーム部の熱貫流率 Uf 及び表

4-3-6 のガラスエッジ部の線熱貫流率 Ψｇを用い

て算出した窓全体の熱貫流率 Uw を表 4-3-7 に示

す。なお、Uw算出の際においてもΨｇ算出と同様、

ガラス中央部の熱貫流率算 Ug は(4-3-3)式を用い

て補正した値 Ug’を用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
表 4-3-7 ステップ 2 の窓全体の熱貫流率 Uw 
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(4) 試験による性能検証 

1) 試験方法 

 JIS A47104-8)「建具の断熱試験方法」に準じ、サッ

シの熱貫流率の測定を行った。測定には北方建築総

合研究所の断熱防露試験室を使用した。装置の概要

を図 4-4-1 に示す。試験体は室内室と室外室の境界

壁に設置した。 
実験中の室内室は温度 20℃、相対湿度 30%以下、

室外室は 0℃、相対湿度成り行きに設定した。また、

室外室側は、幅 2,000×高さ 2,500×奥行き 150mm の

風道を試験体に突き当て、風道下部の斜流ファンに

より上向きの気流(約 3m/s)を発生させた。 
熱貫流率の算出に必要な空気温度、取付パネル、

バッフル板及び加熱箱の表面温度並びにヒーター及

びファンの消費電力をデータロガで測定した。 
環境温度および標準化熱貫流率の算出に必要な室

内外の対流および放射熱伝達率は、熱抵抗

0.53(m2K)/W および 1.67( m2K)/W の校正板を用いて

求めた値を、試験体開口部の熱流密度で直線補間し

て求めた。 
加熱箱内の発生熱量に対し、サッシ以外からの損

失熱量である校正熱量には、熱箱の損失熱量、取付

パネルの通過熱量、サッシと取付パネルの間を通過

する熱量、取付パネルと装置木枠の間を通過する熱

量が含まれる。これらのうち、熱箱の損失熱量と取

付パネルの通過熱量は、表面温度差と材料の熱抵抗

から求めた。サッシと取付パネルの間を通過する熱

量、取付パネルと装置木枠の間を通過する熱量は、2
次元伝熱計算で求めた線熱貫流率と環境温度差から

求めた。 
また、ガラス部の熱抵抗や熱通過量の推定や、枠

部材の断熱性検証のため、室内外の表面温度を各 12
点測定した。表面温度の測定位置を図 4-4-2、図 4-4-3
に示す。 

さらに、参考として一部の測定仕様では、熱画像

を撮影した。撮影には赤外線カメラ(ＮＥＣ三栄製、

TH7102MV)を用いた。 
 

 
 

 
室内室 室外室 

バッフル板 

データロガ 

電力計 

電力計 

直流電源 

直流電源 

ヒーター 

ファン 

T 型熱電対 

熱箱 

斜流ファン 

装置木枠 

試験体 

温度検出器 温度調節器 

20℃ 0℃ 

20℃ 

 
図 4-4-1 実験装置概要 
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(a)室内側                 (b)室外側 
図 4-4-2 表面温度測定点(縦すべり出し+はめころし) 
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(a)室内側                  (b)室外側 

図 4-4-3 表面温度測定点(はめころし) 
 

－53－ 



2) 試験体

試験仕様の一覧を表 4-4-1 に示す。試験体は JIS 
A4710 建具の断熱試験方法に準じ、XPS3b で製作し

た取付パネル（W2,000×H2,500×D200）の中央に設

置した。サッシと取付パネルの位置関係を図 4-4-4

～4-4-6 に示す。また、試験体の設置状況を写真 4-4-1
に示す。 
 

 
 

表 4-4-1 熱貫流率測定関連の試験仕様一覧 
試験番号 実施日 試験体概要 実施内容 

1 2014/7/25 
～2014/7/28 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

ステップ 1 
Uf 算出のためのガラ
ス置換モデル サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： XPS3b 30mm 
枠： 従来品 

2 2014/8/1 
～2014/8/3 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

試験番号 1の U値測定 
熱画像撮影 

サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： LowE3-Ar11-FL3-Ar11-LowE3 
Ug=0.78W/(m2K)  

枠： 従来品 

3 2014/10/2 
～2014/10/6 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

U 値測定 
 

サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： 
遮熱タイプフィルム入りガラス 
LowE3-Kr8.5-Kr8.5-Kr8.5-FL3 
Ug=0.44W/(m2K) 、ηg=0.28 

枠： ウレタン充填 

4 2014/10/6 
～2014/10/8 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

試験番号 2 の 
Uf 算出のためのガラ
ス置換モデル サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： XPS3b 30mm 
枠： ウレタン充填 

5 2014/11/26 
～2014/12/1 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

ステップ 2 
U 値測定 

サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： 
遮熱タイプフィルム入りガラス 
LowE3-Kr10-Kr10-Kr10-FL3 
Ug=0.39W/(m2K) 、ηg=0.28 

枠： ウレタン充填 

6 2014/12/1 
～2014/12/3 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

ステップ 2 
Uf 算出のためのガラ
ス置換モデル 
熱画像撮影 

サイズ： W1,690×H1,370 
ガラス部仕様： XPS3b 35mm 
枠： ウレタン充填 

7 2015/1/29 
～2015/2/1 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

現行商品 
Uf 算出のためのガラ
ス置換モデル 
コールドドラフト検
証 

サイズ： W1,690×H1,370 
ガラス部仕様： XPS3b 30mm 
枠： 従来品 

8 
 

2015/2/6 
～2015/2/9 

種類： 樹脂サッシ 
(はめころし) 

FIX 窓 
Uf 算出のためのガラ
ス置換モデル 
 

サイズ： W780×H1,370 
ガラス部仕様： XPS3b 30mm 
枠： ウレタン充填 
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9 2015/2/19 
～2015/2/21 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

アルゴン断熱仕様 
U 値測定 
 サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： 
断熱タイプフィルム入りガラス 
FL3-Ar16-Ar16-LowE3 
Ug=0.69W/(m2K) 、ηg=0.51 

枠： ウレタン充填 

10 2015/2/24 
～2015/2/27 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

アルゴン遮熱仕様 
U 値測定 
 サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： 
遮熱タイプフィルム入りガラス 
LowE3-Ar16-Ar16-FL3 
Ug=0.64W/(m2K) 、ηg=0.35 

枠： ウレタン充填 

11 2015/2/27 
～2015/3/2 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

試験番号 9,10 の 
Uf 算出のためのガラ
ス置換モデル 
コールドドラフト検
証 

サイズ： W1,690×H1,370 
ガラス部仕様： EPS 38mm 
枠： ウレタン充填 

12 2015/3/6 
～2015/3/10 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

断熱仕様ペアガラス 
コールドドラフト検
証 サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： FL3-Ar16-LowE3 
Ug=1.49W/(m2K) 、ηg=0.75 

枠： ウレタン充填 

13 2015/3/18 
～2015/3/21 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

フィルム入りガラス
接着 

サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： 
遮熱タイプフィルム入りガラス 
LowE3-Kr10-Kr10-Kr10-FL3 
Ug=0.39W/(m2K) 、ηg=0.28 

枠： ウレタン充填 

14 2015/3/27 
～2015/3/30 

種類： 樹脂サッシ 
(縦すべり出し+はめころし) 

遮熱仕様ペアガラス 
コールドドラフト検
証 サイズ： W1,690×H1,370 

ガラス部仕様： LowE3-Ar16-FL3 
Ug=1.17W/(m2K) 、ηg=0.46 

枠： ウレタン充填 
注 ガラス仕様は室外側より記載、数字は厚さ[mm] 

FL：フロート板ガラス、LowE：低放射ガラス、 
Ar：アルゴンガス、Kr：クリプトンガス 
（フィルム入りガラスの中空層ガス濃度は Ar、Kr とも 90％、ペアガラスは 85％） 
フィルム入りガラスの中空層間のフィルムは記載省略。遮熱仕様は各フィルムの室内側表面に低
放射処理、断熱仕様は各フィルムの室外側表面に低放射処理 
Ug：ガラス中央部の熱貫流率（W/(m2K)、ガラスメーカー算出値） 
ηg：ガラスの日射熱取得率（ガラスメーカー算出値） 
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(a)縦断面図              (b)横断面図 

図 4-4-4 試験体断面図（試験番号 1、2） 
 

 

 

(a)縦断面図 (b)横断面図 
図 4-4-5 試験体断面図（試験番号 3、4） 
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(a)縦断面図 (b)横断面図 
試験番号 5 以降は開口部と取付パネルの納まりは同様である。 

図 4-4-6 試験体断面図（試験番号 5） 
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室内側 

 
室外側 

(a)試験番号 1 
 

 
室内側 

(b) 試験番号 5 

 
室内側 

(c) 試験番号 6 
写真 4-4-1 試験体設置状況（試験番号は表 4-4-1 に対応） 
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3) 試験結果

① 熱貫流率および表面温度 
熱貫流率および表面温度の測定結果のうち、主要

なものを表 4-4-2～表 4-4-4 に示す。なお、すべての

仕様の試験結果は表 4-5-1 にまとめて示す。 

 
 

 

 
 
表 4-4-2 熱貫流率および表面温度の試験結果（試験番号 1） 

第１回 第２回 第３回

Φin (W) 50.5 50.6 50.7
Φcal (W) 9.1 9.1 9.1

Φsp=Φin-Φcal (W) 41.5 41.5 41.7
断 θne (℃) -0.3 -0.3 -0.3
熱 θni (℃) 19.2 19.2 19.2
性 θni-θne (℃) 19.4 19.4 19.4
能 Asp (㎡) 2.32 2.32 2.32
試

験

結

果
Rs,t (㎡K/W)

ΔR=0.165-(Ri+Ro) (㎡K/W)

0.92

1.080

-0.002
0.167

1.085 1.084

0.92基準化熱貫流率
※

Ust=[Um
-1

-Rs,t+R(s,t),st]
-1

0.93Ust (W/㎡K)

(㎡K/W)

表面熱伝達抵抗補正値

試験体両表面の熱伝達抵抗

熱貫流抵抗
R

Rm=1/Um

0.92 0.92 0.93(W/㎡K)

校正熱量

試験体通過熱量

冷却側環境温度

Um

加熱側環境温度

試験体両側環境温度差

伝熱開口面積

Um=Φsp/｛(θni-θne)*Asp｝

熱貫流率

試験年月日

測定回

発熱量

試験体
種類： 樹脂サッシ(縦すべり出し+はめころし)　サイズ： W1,690×H1,370
ガラス部仕様： XPS3b 30mm
枠： 従来品

　2014/7/25～2014/7/28

 

表面温度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
室内側（℃） 16.1 17.3 17.3 15.9 17.4 17.5 15.2 16.0 15.7 16.0 13.1 13.1
室外側（℃） 1.0 0.4 0.5 0.9 0.4 0.5 1.8 2.9 0.5 0.4 0.3 0.5  
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表 4-4-3 熱貫流率および表面温度の試験結果（試験番号 5） 

第１回 第２回 第３回

Φin (W) 39.7 39.7 39.7
Φcal (W) 10.7 10.7 10.7

Φsp=Φin-Φcal (W) 29.1 29.0 29.1
断 θne (℃) -0.2 -0.2 -0.2
熱 θni (℃) 19.6 19.6 19.6
性 θni-θne (℃) 19.8 19.8 19.8
能 Asp (㎡) 2.32 2.32 2.32
試

験

結

果
Rs,t (㎡K/W)

ΔR=0.165-(Ri+Ro) (㎡K/W)

0.63

1.580

-0.003
0.168

1.577 1.584

0.64基準化熱貫流率
※

Ust=[Um
-1

-Rs,t+R(s,t),st]
-1

0.63Ust (W/㎡K)

(㎡K/W)

表面熱伝達抵抗補正値

試験体両表面の熱伝達抵抗

熱貫流抵抗
R

Rm=1/Um

0.63 0.63 0.63(W/㎡K)

校正熱量

試験体通過熱量

冷却側環境温度

Um

加熱側環境温度

試験体両側環境温度差

伝熱開口面積

Um=Φsp/｛(θni-θne)*Asp｝

熱貫流率

試験年月日

測定回

発熱量

試験体

種類： 樹脂サッシ(縦すべり出し+はめころし)　サイズ： W1,690×H1,370
ガラス部仕様： 遮熱仕様ヒートミラーガラス3LowE-Kr10-Kr10-Kr10-FL3
Ug=0.39W/(m2K) 、ηg=0.28
枠： ウレタン充填

　2014/11/26～2014/12/1

 

表面温度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
室内側（℃） 16.5 18.8 18.8 17.5 18.7 18.8 17.6 16.9 15.2 15.9 15.6 15.1
室外側（℃） 0.8 0.1 0.1 0.6 0.2 0.1 0.4 1.9 0.4 0.2 0.1 0.5  

 
表 4-4-4 熱貫流率および表面温度の試験結果（試験番号 6） 

第１回 第２回 第３回

Φin (W) 45.5 45.7 45.6
Φcal (W) 11.0 11.0 11.0

Φsp=Φin-Φcal (W) 34.5 34.7 34.6
断 θne (℃) -0.2 -0.2 -0.2
熱 θni (℃) 19.6 19.6 19.6
性 θni-θne (℃) 19.8 19.8 19.8
能 Asp (㎡) 2.32 2.32 2.32
試

験

結

果
Rs,t (㎡K/W)

ΔR=0.165-(Ri+Ro) (㎡K/W)

試験年月日

測定回

発熱量

試験体
種類： 樹脂サッシ(縦すべり出し+はめころし)　サイズ： W1,690×H1,370
ガラス部仕様： XPS3b 35mm
枠： ウレタン充填

　2014/12/1～2014/12/3

0.75 0.75 0.75(W/㎡K)

校正熱量

試験体通過熱量

冷却側環境温度

Um

加熱側環境温度

試験体両側環境温度差

伝熱開口面積

Um=Φsp/｛(θni-θne)*Asp｝

熱貫流率

(㎡K/W)

表面熱伝達抵抗補正値

試験体両表面の熱伝達抵抗

熱貫流抵抗
R

Rm=1/Um

0.75基準化熱貫流率
※

Ust=[Um
-1

-Rs,t+R(s,t),st]
-1

0.75Ust (W/㎡K) 0.76

1.329

-0.003
0.168

1.329 1.325

 

表面温度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
室内側（℃） 17.2 18.0 18.0 17.9 18.0 18.1 18.0 17.0 16.6 16.8 16.3 15.2
室外側（℃） 0.6 0.4 0.4 0.6 0.4 0.5 0.4 2.3 0.4 0.3 0.1 0.5  
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② 熱画像 
赤外線カメラによる熱画像を図 4-4-7、4-4-8 に示

す。なお、熱画像は校正が十分ではないので、温度

の絶対値は参考程度のものである。 

 
 
 

 

  
(a)室内側 (b)室外側 

図 4-4-7 試験番号 2 赤外線熱画像 
 

  
(a)室内側 (b)室外側 

図 4-4-8 試験番号 6 赤外線熱画像 
 
 
 
 
③ コールドドラフトに関する検証 

窓の性能による、窓近傍のコールドドラフトの違

いを検証するため、温度測定および熱画像撮影を行

った。熱画像撮影のため、図 4-4-9 に示すように縦

方向 7 枚×横方向 3 枚=計 21 枚の白色の樹脂板(実測

放射率 0.92)を吊り下げ、視覚的な温度分布の把握を

試みた。吊りつげ位置はサッシの幅方向中央で、窓

に対して概ね垂直に設置した。赤外線カメラから見

た樹脂板の裏面には、温度測定のため熱電対を貼り

付けた。また、窓の近傍にも熱電対を上下方向 9 点

設置した。実験状況を写真 4-4-2 に示す。 
実験は、熱貫流率測定と同じ試験体を用いて、北

方建築総合研究所の断熱防露試験室で行ったが、室

内室で空調による温度制御を行うと、空調による気

流が支障となるため、小型の電気式ファンヒーター

を直接窓に気流が当たらないように設置し、約 25℃
に加温した。室外室は、熱貫流率測定時と同じく、

風道により強制気流を与え、仕様による違いを明確

にするため室内外温度差を大きくとることを意図し、

－10℃一定で空調を行った。 
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図 4-4-9 熱画像用樹脂板と熱電対の設置位置(立面図) 

 

  
(a)熱画像撮影位置から見た状況 (b)樹脂板裏面熱電対設置状況 

写真 4-4-2 実験状況 
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実験は試験番号 7、11、12 で行った。温度の測定

結果を図 4-4-10 に示す。また、熱画像を図 4-4-11 に

示す。なお、室内室の温度は、実験時の断熱防露試

験室周囲温度などによって変動するため、次式で補

正している。 
θi'=(25－θout)／(θin－θout)×(θi－θout)+θout   (4-4-1)式 
θi' ：補正した測定温度[℃] 
θin ：室内室温度[℃] 
θout ：室外室温度[℃] 

θi ：測定温度[℃] 
方立中央部の温度は枠材にウレタンを充填してい

ない試験番号7に対して、充填している試験番号11、
12 が高く、ウレタン充填の効果が表れている。ガラ

ス中央部の温度は、ペアガラスの試験番号 12 が低

い。窓周囲の温度は試験番号 12、7、11 の順に高く

なっており、窓に近い位置ほど違いが大きい。なお、

次の点に留意が必要である。 
・上下温度差が 2℃程度ついているが、断熱防露試

験室自体の断熱性能や、暖房方式の影響も受けて

いる。 
・樹脂板は周囲の空気温度のみならず、放射伝熱の

影響も受けている。窓周囲の温度が低く計測され

ているのは、放射伝熱の影響も大きいと考えられ

る。 
・「窓面より 70mm」位置の測定は、T熱電対を 15mm

程度露出させ、先端部のみ接合しているため、放

射伝熱の影響を受けにくい。そのため温度が高め

に計測されていると考えられる。 

壁面より173mm 壁面より513mm 壁面より853mm サッシ面より70mm ガラス中央部 方立中央部  
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(a) 試験番号 7         (b) 試験番号 11       (c) 試験番号 12 

図 4-4-10 温度測定の結果 
 

   
(a) 試験番号 7 (b) 試験番号 11 (c) 試験番号 12 

図 4-4-11 赤外線熱画像 
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(5) 計算法と試験による性能値の比較 

4.(3)にて示した各試験番号における性能値と、計

算法により算出した性能値の一覧を表 4-5-1 に、測

定結果と計算結果における Uw の対比を図 4-5-1 に、

同様に AveUf の対比を図 4-5-2 に示す。Uwにおいて

は、ステップ 1、2 共、測定結果と計算結果の差は 3％
だった。AveUf においては、ステップ 1 の差は 3％で

あったが、ステップ 2 は 14％と差が目立つ結果とな

った。差の要因として、測定における局所熱伝達率

のばらつき、熱流計等の測定機器の配線による影響、

測定精度（熱流計の設置状況）や試作品の製作精度

が挙げられるが、ステップ 2 の測定結果から得られ

た Ug、AveUf、計算法により算出した AveΨgを用い

て Uw を算出すると 0.64W/(㎡ K)となり、測定結果と

近い値を示したことから、差の主要因は試作品の製

作精度（フレーム内部に充填した断熱材の欠損やス

ペック不足）と考え、試作品を解体しフレーム内部

に充填されている断熱材の欠損状況を確認したが、

性能に影響を及ぼす様な欠損は確認できなかった。

さらに、断熱材を抽出し密度を測定した結果、どの

部位においても概ね 40 ㎏/㎥だったことから、公称

値通りの熱伝導率（λ=0.024W/(ｍK)）が推定され、

断熱材の熱的性能においても問題は見受けられず、

差の要因把握には至らなかった。尚、ステップ 2 と

同様のフレーム構造を用いて断熱パネルの厚さのみ

を変えた試験番号 11 は、計算値と近い値を示した。

また、ステップ 2 とフレーム構造は異なるが断熱材

を充填した仕様である試験番号 8（FIX 窓）におい

ても計算値と近い値を示した。 
 

 
 
 
表 4-5-1 計算法と測定による性能値の一覧 
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図 4-5-1 測定結果と計算結果における（Uw）の対比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-5-2 測定結果と計算結果における（AveUf）の対比 
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(6) まとめ 

第 4 章では、第 2 章で示した海外先進事例の調査

で得た知見を参考に、4.(3)ではステップ 1（エッジ

クリアランス寸法・キャビティ寸法の最小化、セン

ターシール構造）における Uf の、ステップ 2（ステ

ップ 1＋断熱材充填＋枠・框の気密材変更＋補強材

の削除・材質変更＋枠と躯体の中空部への断熱補強

＋フィルム入りガラス）における Uw、Uf、AveUf、Ψg、

AveΨgの妥当性評価を JIS A2102-2に基いた計算法に

て行った。4.(4)ではステップ 1、2 の仕様における試

作品を中心に製作し、JIS A4710 に基いた測定法によ

り Uw、AveUf の妥当性評価を行った。また、サッシ

近傍のコールドドラフトの状況検証を目的として温

度測定及び熱画像撮影を行った。4.(5)では計算法と

測定法で得た結果を比較し、差の要因を考察した。

評価により得られた知見、課題を以下にまとめる。 
 
①ステップ 1 の AveUf について、計算法・測定法い

ずれにおいても既存仕様（試験番号 7）から向上

し、知見の有効性が証明できた。また、計算結

果と測定結果との差はわずかであり、計算結果

は測定結果を概ね再現したといえる。 
②ステップ 2 の計算法により算出した各部位の Uf

において、既存仕様やステップ 1 に対する、障

子側吊元枠と方立の性能向上率が他の部位と比

べ突出した。断熱材充填の効果のみならず、熱

橋要因の排除や軽減（補強材の削除や材質変更）

による効果も加味されていることを示している。 
③ステップ 2 における AveUf の計算結果と測定結

果で、大きな差（14％の乖離）が見られた。様々

な要因が考えられる中、主要因を試作品の製作

精度（フレーム内部に充填した断熱材の欠損や

スペック不足）と予測し分析したが、性能に影

響を及ぼす様な欠陥は見受けられなかった。一

方、ステップ 2 と同様のフレーム構造で、断熱

パネルの厚さのみ異なる試験番号 11 の AveUfに

おける計算結果と測定結果との差はわずかであ

った。計算上では、断熱パネルの厚さの差分（ス

テップ 2 と試験番号 11 の断熱パネルの厚さの差

＝3 ㎜）は AveUf に影響を及ぼすとはいえず、構

造の違いによる影響はほぼ無いものとして考え

られ、試験番号 11 においては、計算結果は測定

結果を概ね再現したといえる。ステップ 2 と試

験番号 11 で整合が図れず、差の要因把握は今後

の検討項目として残った。 
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[第 4 章 記号] 

Aw    ：伝熱開口面積[㎡] 

Ag   ：ガラス部の見付面積[㎡] 

Aｆ  ：フレーム部の見付面積[㎡] 

bg  ：ガラスの見付け幅 [ｍ] 

bgn  ：各部位におけるガラス見付け寸法[ｍ] 

bf  ：フレームの投影幅 [ｍ] 

Uf  ：フレーム部の熱貫流率[W/(㎡・K)] 

Ug  ：ガラス中央部の熱貫流率[W/(㎡・K)] 

Ug’ ：補正後（JIS A2102-1、-2）のガラス中央部の熱貫流率[W/(㎡・K)] 

Up  ：断熱パネル中央部の熱貫流率 

Uw  ：サッシ全体の総合熱貫流率[W/(㎡・K)] 

 ｇ   ：ガラスエッジ部の長さ[m] 

D
fL2   ：2 次元熱コンダクタンス 

DL2
Ψ  ：複層ガラスモデルの 2 次元熱コンダクタンス[W/(mK) 

Ψｇ  ：ガラスエッジ部の線熱貫流率[W/(m・K)] 

Qfp（out）：熱流量（室外側） 

Qfp（in） ：熱流量（室内側） 

AveQfp  ：室内外の熱流量平均値 

Aveψg：ガラスエッジ部の平均線熱貫流率[W/(ｍ・K)] 

ψgn ：各部位におけるガラスエッジ部の線熱貫流率[W/ｍ・K] 

θi' ：補正後の測定温度[℃] 
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θi ：測定温度[℃] 

θin ：室内室の空気温度[℃] 

θout ：室外室の空気温度[℃] 
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5. 長期的な断熱性能の確保に関する検討 
  前章まででは、断熱性能向上の可能性について数

値計算及び試作品の実測を通して、検討を行ってき

た。本章では、製品化を見据えた製作上の課題及び

長期的な断熱性能の維持の観点から検討を行う。 
第 1 節ではフレーム内部への断熱材の充填につい

て、第 2 節では日射受熱時のフレーム部の温度収縮

について、第 3 節ではフレーム内部のメッキ処理に

ついて、第 4 節では複層ガラスの耐久性についての

検討を行う。 
なお、本章では第 1～3 節の一部の内容は実験によ

る検討を行っているが、その他は試験方法の整理も

しくは課題整理にとどまっており、これらについて

は製品化の際はさらなる性能検証が求められる。 

 

(1) フレーム内部への断熱材の充填について 

1) 試作品の注入方法について 

断熱材には成型品よりも発泡品の方が高い充填性

が期待できることから、硬質発泡ウレタンフォーム

を用いた。使用した製品は 3.(2).2)項で示したもので

ある。なお、使用する発泡原液は安定した成形のた

めに「発泡倍率(密度)」「反応特性」を最適化した上

で、「断熱性(熱伝導率)」「加工性(熱可塑特性・接着

性)」に配慮した。 
荒切りしたフレームおよび組部品に加工されたフ

レームの片方の端部より、少量吐出が可能な発泡機

を使用してウレタン発泡原液を充填対象チャンバー

毎に注入した。ただし、発泡機吐出口が挿入できな

い極小断面のチャンバーへは、スポイトボトルを使

用して注入を行った。充填箇所を図 5-1-1 に示す。 
 

 

(a)                (b) 
図 5-1-1 断熱材の充填箇所 

 
2) 未充填箇所の発生原因 

「未充填箇所」とは、連続した断熱層が形成され

ていない箇所を指し、発泡段階で形成される多少の

充填ムラ(ボイド)とは異なるものとする。 
未充填箇所は、充填すべき容積に対してウレタン

発泡原液投入量が不足した場合、あるいは、温度条

件や配合比率に起因し原液設計時と異なる発泡倍率

となった場合に発生する。その際の処置として原液

の追加投入を行っても、先に充填した発泡体に追加

した原液が液体の状態で接しない場合、その間の空

間部分にあった空気が閉じ込められて未充填箇所を

形成する。 
 

注入

完全充填

追加注入　

加圧箇所（未充填）

適正量注入の場合 注入量不足の場合

 
図 5-1-2 未充填箇所発生の概念図 

 

3) 品質確保の考え方 

未充填部分(断熱欠損部)を発生させない管理ポイ

ントを以下に示す。 

 投入量の確保 

（装置による計量充填、フレーム加工部の養 

生） 

 充填条件の均一化 
（作業環境温度、フレーム温度、原液温度、二 

液配合比率、混合条件、注入位置、等） 

 充填部空気の排出経路の確保 

  特に、極小断面のチャンバーへの充填には、発

泡機吐出口と端部とをジョイントする専用のノズ

ル・アプリケーターの開発を必要とする。 

 

4) 充填状況の確認方法 

サッシ枠内へのウレタン充填状態を確認する方法

として、打撃音による検討を行った。 

試験体は、透明なサッシ枠を作成し、その枠内にウ

レタンを一部に空隙が生じるように充填した。 

図 5-1-3 にウレタンの充填状態と打撃点を示す。 

 
図 5-1-3 サッシ枠のウレタン充填状態と打撃点 
（色のついている部分はウレタンが充填されている） 
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打撃音の測定は、インパルスハンマを使用して打撃

し（写真 5-1-1）、20cm 離れた位置に設置したマイク

ロホンで音圧レベルを測定した。音圧レベルの測定

結果は A 特性による補正を行った。インパルスハン

マで衝撃力を測定したが、ほぼ一定の衝撃力で打撃

できているため衝撃力による基準化を行わず音圧レ

ベルを用いて分析することにした。 
図 5-1-4 に全 17 点の音圧レベルを、図 5-1-5 に空

隙ありの打撃点 5～8 の平均値と、打撃点 11 から 17
の平均値の値を示す。図 5-1-5 から、500Hz 帯域か

ら 1600Hz 帯域の間でウレタン充填している方が最

大 10dB 大きくなっていることがわかる。実際に打

撃音を聞いた場合にも音の違いを聞き分けることが

できたため、少し訓練を積めば大きな空隙について

は認知することが可能と言える。 
 

 

写真 5-1-1 打撃状況 
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図 5-1-4 打撃音の音圧レベル（全データ） 
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図 5-1-5 ウレタン充填状況の違いによる打撃音の

音圧レベル 
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(2) フレーム部の温度収縮について 

窓フレーム部の断熱性能が向上することによって、

既存品よりフレームの内外表面温度差が大きくなり、

温度収縮の差により変形が生じやすくなることが懸

念される。本検討では、実験によって温度収縮によ

る変形を把握する。 

 

1) 実験条件の検討 

窓フレーム部は内外表面温度差が大きいときに温

度収縮による変形を生じ、窓の開閉等の障害を生じ

る危険性があるが、特に夏季に日射を受ける際は内

外表面温度差が大きくなると考えられる。しかし、

窓フレーム部の温度収縮による変形に関する JIS 等

の試験規格は存在しない。そこで、本研究では以下

の通り実験条件を考えた。 
夏季の日射量が大きい昼間として、表 5-2-1 のよ

うな条件を想定し、フレーム部の定常伝熱計算から、

室外側表面温度を算出し実験で再現することとした。

日射吸収率は既往製品の測定結果による。試験は本

研究で代表サイズと考える幅 1,690mm、高さ

1,370mm の縦すべり出し+はめころし窓とした 
実験条件となる、解析による室内外表面温度の結

果を表 5-2-2 に示す。本研究による窓の外側表面温

度が黒色で最大 73.4℃、表面が白色で最大 45.1℃と

なった。それぞれを安全側に数値を丸めて、外側表

面温度の実験条件は 75℃と 46℃とした。 
 

表 5-2-1 想定条件 
条件 数値 備考 

鉛直面日射

量 
500 [W/m2] JIS A 21035-1)

夏季条

件を参考 
外気温 35 [℃] JIS A 2103 夏季条件

を参考 
室温 25 [℃] JIS A 2103 夏季条件

を参考 
室外側表面

熱伝達率 
10.3 [W/(m2K)] ユルゲスの実験式に

よる（v=0.05m/s） 
室内側表面

熱伝達率 
7.69 [W/(m2K)] JIS A 2102 を参考 

日射吸収率 0.82 [-] 黒色を想定 
 0.21 [-] 白色を想定 

 
 
 
 
 
 

表 5-2-2 実験条件 
表面色  黒色 白色 

日射吸収率 [-] 0.82 0.21 
室内側温度 [℃] 25 25 

室外側フレーム表面温度

（解析結果） 
[℃] 74.8 45.1 

室外側フレーム表面温度

（実験条件） 
[℃] 75 46 

 
2) 実験方法 

実験には北方建築総合研究所にある複合劣化試験

装置の加熱装置を使用した。試験装置を写真 5-2-1
に示す。本試験は外気側に設置されている赤外線ラ

ンプによって、表 5-2-2 に示す室外側フレーム表面

温度になるよう加熱する。室内側は恒温室である。 
照射は夏季の日射受熱を想定した十分な時間とし

て、ETAG 004（External Thermal Insulation Composite 
Systems with Rendering）を参考とし 8 時間（昇温 1
時間、加熱 7 時間）行い、その後試験室の常温（18℃
程度）で冷却し、フレーム部の表面温度と変位の継

続的な測定を行った。 
試験手順は以下の通りである。 
 

① 窓の開閉確認。 
② 昇温（1 時間）。 
③ 加熱（7 時間）。 
④ 加熱終了時に目視確認。 
⑤ 冷却（1 日）。 
⑥ 冷却終了後に目視確認及び窓の開閉確認。 
 

温度測定点は図 5-1-1 の通りとした。変位測定点

は図 5-1-2 の通りとした。変位測定点は、室外側か

らの設置は受熱部に温度の不均一を与える等の理由

から室内側とした。なお、室内側からと室外側から

の計測では変位が概ね等しいことを予備実験から確

認した。温度測定は T 型熱電対、変位測定はひずみ

変換型変位計(DG 1～DG 10：TCL-100A 株式会社昭

和測器製，DG 11～DG 15：DT100A 株式会社共和電

業)を用い、データロガー(CADAC2，江藤電気株式

会社製)で 1 分間隔のデータ収録を行った。 
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3) 実験結果 
① 白色のフレーム 

A. 温度 
温度の計測結果を図 5-2-3に示す。昇温が完了し

た時刻を経過時間 0[h]として示している。昇温には

予定よりも時間を要し、2時間程度要した。加熱中、

室内側の室温は 25℃程度に保たれ、屋外表面温度は

おおむね 46℃以上を保持した。加熱終了後も室内側

の室温は 25℃程度を維持するが、室外側表面温度は

20℃前後まで下降した。 

 
B. 開閉及び目視確認 

試験前後にそれぞれ開閉確認を 5 回行ったが問題

は見受けられなかった。外観確認は試験中随時実施

したが、特に変化は見られなかった。 
 
C. 変位 
 試験体枠の変位を差し引いた面外方向の各測定点

a

b

c

d
e

測定点 平面位置 断面位置

T01 a 室外側表面

T02 b 室外側表面

T03 c 室外側表面

T04 d 室外側表面

T05 e 室外側表面

T06 a 室内側表面

T07 b 室内側表面

T08 c 室内側表面

T09 d 室内側表面

T10 e 室内側表面

図 5-2-2 変位測定点 

図 5-2-1 温度測定点 写真 5-2-1 試験装置 
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の変位量を図 5-2-4 に示す。変位量は最大 4.2mm 程

度あった（DG3）。窓枠部と障子部では相対変位が最

大 1.5mm 程度（DG3と DG8）あった。また、加熱終了

後においても 1mm以内ではあるが残留変位が見られ

た。 

 試験体枠の変位を差し引いた面内方向の各測定点

の変位量を図 5-2-5 に示す。変位量は面外方向に比

べて小さく、全て 1mm 以内であった。加熱終了後に

おいても 1mm以内ではあるが残留変位が見られた。 

 

② 黒色のフレーム 

A. 温度 
温度の計測結果を図 5-2-6に示す。昇温が完了し

た時刻を経過時間 0[h]として示している。昇温には

予定よりも時間を要し、2時間程度要した。加熱中、

室内側の室温は 25℃程度に保たれた。屋外表面温度

では T1（FIX 側）が 75℃を下回ったが、平均温度で

は常に 75℃以上を保持した。加熱終了後も室内側の

室温は 25℃程度を維持するが、室外側表面温度は

20℃前後まで下降した。 

 
B. 開閉及び目視確認 

試験前後にそれぞれ開閉確認を 5 回行ったが問題

は見受けられなかった。外観確認は試験中随時実施

したが、特に変化は見られなかった。 
 
C. 変位 

試験体枠の変位を差し引いた面外方向の各測定点

の変位量を図 5-2-7 に示す。変位量は最大 5.9mm 程

度あった（DG4）。窓枠部と障子部では相対変位が最

大 1.6mm 程度（DG2と DG7）あった。また、加熱終了

後においても 4.2mm 程度残留変位が見られた。 

試験体枠の変位を差し引いた面内方向の各測定点

の変位量を図 5-2-8 に示す。変位量は面外方向に比

べて小さく、全て 1mm 以内であったが、加熱中より

も加熱終了後に比較的大きな変位が計測された。 
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図 5-2-6 白色 温度変化 

図 5-2-7 白色 面外方向の変位 

図 5-2-8 白色 面内方向の変位 
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(3) フレーム内部のメッキ処理について 

3.(3)で節で有効性が示されたフレーム内部のメ

ッキ処理について、製造方法を検討する。 

 

1) 工程の概要 
メッキ処理の工程を大きく 7 つに分けて表 5-3-1

に示す。以下に各工程での検討を述べていく。 

 

2) 工程 No.1  エッジングについて 
現状、PVC をエッジングする薬品は 6 価クロムの

使用が必須であるが、6 価クロムは RoHS規制に抵触

する恐れがある。そこで、代替手法を検討すること

とした。 

エッジングは上記のような化学的な手法のほか、

物理的な手法が考えられ、ここでは物理的な手法を

実験によって検討した。 

簡易的に紙やすりにて表面を研磨しメッキした。

紙やすりは＃400、＃800、＃2000 の 3 品番を使用し

た。メッキを施した後の外観及び密着性を表 5-3-2

に示す。 

 実験の結果、物理研磨では正常な析出性、密着性

を得ることができなかった。 

 

3) 工程 No.3～4  コンディショナー、キャタリス

トについて 
めっき厚 0.5μｍ狙い（蛍光 X 線膜厚計では塩ビ

上の測定は精度が低いので、析出速度を計算した狙

い値）で試作品を作製した。 

 コンディショナー、キャタリスト工程の薬品を変

更することでテープピール試験では剥離頻度は少な

くなることが確認できた。これは、キャタリストを

微粒子化することによりアンカー効果を強化し密着

性が高まったことによる。図 5-3-1 に概念図を示す。 

NO 処理名 薬品名 濃度 温度
(℃）

時間
(分）

目的：ポイント

１ ・プリエッチング
・湯洗
・水洗

N,Nジメチルﾎﾙﾑﾋﾄﾞ
エタノール

450ml/ l
450ml/l 

25 ５ 塩ビ表面のエッチング
（化学研磨により粗くする）

２ ・エッチング
・回収
・水洗

無水クロム酸
濃硫酸

20g/l
930g/l

65 10 塩ビ表面のエッチング
（化学研磨により粗くする）

３ ・コンディショナー
・水洗

塩酸
特定薬品

50ml/l
5ml/l

30 3 エッチング液の持ち込み防止

４ ・キャタリスト
・水洗

触媒薬品 170ml/l 30 5 触媒付与

5 ・アクセレーター
・水洗

硫酸 200ml/l 40 3 触媒後の表面活性化

6 ・無電解Agメッキ
・水洗

３成分薬品 50ml/l 60 45 Agメッキ

7 ・変色防止
・水洗

特定薬品 50ml/l 40 0.5 Agめっき後の硫化対策

表 5.3.1 メッキ処理の工程 

紙やすり品番 REF ＃400 ＃800 ＃2000

外観①

外観② No image

密着強度 × × × ×

表 5.3.2 紙やすりの研磨によるメッキ処理の実験結果 
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塩ビ 塩ビ
前回工程 改善工程

 

図 5-3-1 改善点の概念図 

 

4) 工程 No.6 無電解 Ag メッキについて 

本工程は、外部に処理液（タンク）を準備し、ポ

ンプで塩ビ管内を循環しながらメッキを行う（図

5-3-2）。 

試作品は、テストピースで一工程ずつ処理するが、

量産時は、各処理工程に於いて製品内を液が循環す

る装置が必要となる。 

 処理液は温度が 60℃と高温な事と、Ag めっき液自

体が非常に分解しやすい。試作品では実験室レベル

であり処理槽も小さい為処理温度、処理濃度のバラ

ツキを極力抑えているが、量産時は長尺品をめっき

するため、装置が大型化になる事を考慮し、処理液

の安定化を検討する必要がある。 

 

製品

P

 

図 5-3-2 Agメッキ処理の工程 

  

 

以上の通り、工程別に検討を行ったが、現状製造

上の課題が残ることとなった。 

このため、第 4 章の試作品において対象外の技術

としたが、今後さらなる高断熱化を目指すときに、

処理方法改善に向けたさらなる検討を要する。 
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(4) 複層ガラスの耐久性について 

本節では今後のガラス部の耐久性検証に向けて国

内及び海外の試験方法の整理を行う。 

 

1) 国内の試験規格 

複層ガラスの耐久性は一般的に JIS R32095-2)：複

層ガラスに規定されている、封止の加速耐久試験お

よび光学薄膜性能の加速耐久試験によって確認され

る。以下にその概要を記載する。 

 

① 試験概要 

露点試験により中空層の露点温度が-35℃以下で

あることを確認した後、耐湿耐候試験および冷熱繰

返し試験を所定の条件で行い、中空層の露点温度が

-30℃以下に維持されていること及び光学薄膜の放

射率の変化が 0.02 以内であることを確認する。 

試験体の概要は表 5-4-1の通りである。 

 

表 5-4-1 JIS R3209 で用いる試験体概要 

試験 封止の加速耐久試

験 

光学薄膜性能の

加速耐久試験 

寸法 350mm×500mm 50mm×50mm 

構成 原則 5mm ガラスと

6mm空気層 

Low-Eガラス単板 

試験体数 6 枚 1 枚（初期性能測

定用） 

 

② 試験方法 

A. 露点試験 

温度計を挿した銅板製の容器に有機溶剤を入れ、

ドライアイスにより液温を下げる。 

所定の温度になったら、所定の時間（5ｍｍの場合

４分）容器を試験体の表面にあて、その後素早く表

面の霜を拭き取り試験体内部の結露の有無を確認す

る。 

 

B. 耐湿耐候性試験 

気温 55±3℃、相対湿度 95％以上の恒温恒湿槽内

に試験体を入れ、近紫外線蛍光ランプによりガラス

と封止材の接着面に紫外線を照射する。 

 

C. 冷熱繰返し試験 

-20±3℃で 1 時間保持した後、55±3℃で 1 時間保

持するサイクルを繰返す（図 5-4-1）。 

 

図 5-4-1 冷熱繰返し試験の温度環境 

 

ここで、封止の加速耐久性試験の暴露条件は、表

5-4-2 の 3 種類に分類される。住宅用窓の試験では

一般にⅢ類を 3 度繰り返す条件が適用される。 

 

表 5-4-2 封止の加速耐久性試験の暴露条件の種類 

Ⅰ類 耐湿耐候性試験を 7日，冷熱繰返試験を 12 サイ

クル実施 

Ⅱ類 Ⅰ類に加え，さらに耐湿耐候性試験を 7 日，冷

熱繰返試験を 12サイクル実施 

Ⅲ類 Ⅱ類に加え，さらに耐湿耐候性試験を 28日，冷

熱繰返試験を 48サイクル実施 

 

 光学薄膜の加速耐久性は、封止の加速耐久性試験

が終了した試験体から 50mm×50mm の試験体を切り

出し、赤外線の分光測定器を用いて測定する。JIS 

R31065-3)に従い、事前に測定した加速耐久性試験未

実施の試験体の測定結果とともに垂直放射率を算出

し数値を比較する。 

 

2) 海外と国内の試験規格と今後の検証項目の整理 

 本項では、海外の試験規格を整理するとともに、

本研究で検討する試作品において、今後必要な試験

項目を整理する。 

国際標準化機構（ISO）により、ISO 204925-4),5),6),7)

建築用ガラス-複層ガラス-が策定および発行された。

この規格は 4 つのパートで構成されそれぞれのパー

トは下記の通りである。 

Part1：加速試験による封止の耐久性 

Part2：ケミカルフォッギングテスト 

Part3：ガス濃度およびガスリーク率 

Part4：エッジシールの物理的特性の試験方法 

 

それぞれのパートは、大別してアプローチ 1とア

プローチ 2 の 2 つの評価方法が示され、地域に合わ

せて適切な方式を選択することができ、アプローチ

1 が北米式，アプローチ 2が欧州式となっている。 
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① Part1 : 加速試験による封止の耐久性 

 国内外の試験方法の比較を表 5-4-3 に示す。いず

れの試験方法も高温高湿環境と急激な温度変化を試

験体に与えることで，加速試験を行っている。ただ

しアプローチ 2 は UV 暴露が無い。 

 試験内容で比較するとアプローチ 1 が最も過酷で

あり、特に冷熱サイクルにおいては JIS R3209 の 3

倍以上のサイクルを必要とする。そのため、JIS 試

験ではⅢ類を連続して 3 回実施した後に同様の評価

を行うことが行われる。 

可視光透過低放射フィルム（以下、フィルム）入

りガラスに関する既往の試験結果として、フロート

ガラス 5mm＋空気層 6mm＋HM フィルム＋空気層 6mm

＋フロートガラス 5mm という構成にて、JIS R3209

のⅢ類を連続して 3 回試験を実施し、十分な加速耐

久性能があることを確認している。このことから、

封止に同じ材料を用い同じ構造で製造した製品にお

いては、同様の耐久性があることが期待されている。 

 ただし、実製品と同じ構成で検証を行うことが望

ましい。しかし、本研究で検討する構成の場合、空

気層が厚く内部の体積が大きいため、試験中の温度

の変化により、ガラスが割れそのままでは試験がで

きないという課題がある。 

両面のガラスの厚みを 3mm、空気層を 30mm とし、

ガラスの寸法を試験条件（350×500mm）とした場合

において、温度変化が 40℃とすると、発生応力は約

28MPa となり許容応力の 10MPa を大きく超えてしま

う。そのため、ガラスは両面ともに強化ガラスを使

用することで許容応力を高め（約 69MPa）試験を実

施する予定である。 

 なお、フィルム入りガラスの光学薄膜の加速耐久

性能については測定ができないため、ガラス部の熱

貫流率の評価結果により把握する予定である。 

 

② Part2 : ケミカルフォギングテスト 

 窓の周辺部の断熱性の向上に関心が広がるにつれ、

ウォームエッジと呼ばれる高断熱のスペーサが作ら

れ始めた。従来スペーサはアルミや鉄といった金属

材料で構成されていたが、熱伝導率の低いプラスチ

ックや発泡材等の有機物を材料として多く用いられ

るようになった。これらの材料はその特性上可塑剤

や合成時の溶剤などの化学物質が含まれている、あ

るいは残留していることにより、水蒸気の侵入とは

別要因でガラス内部に結露や汚染が発生する可能性

が露見された。それを事前に評価する方法として、

この方法が発案されたようである。 

 試験方法を表 5-4-4-に示す。試験方法はいずれも

類似しており、強力な紫外線を放射するランプを用

いて試験体を加熱し、その領域中にコールドスポッ

トをつくることでその部分へのケミカルの付着を促

すものである。試験後に目視で詳細に検査を行い曇

りがなければ合格となる。 

上記の経緯から、アルミスペーサ、スチールスペ

ーサおよびステンレススペーサ等の金属製スペーサ

  UV 照射 恒温恒湿 冷熱試験 結果方法 

 JIS R3209  

  Ⅲ類  

 日本式 

合計：672h  

（7日+7日+28日）  

40W ﾌ ﾞ ﾗ ｯ ｸ ﾗ ｲ ﾄ

50mm  

合計：672h  

（7日+7日+28日）  

55℃－95%RH 

合計：72 サイクル  

（6h/回＝432h）  

－20℃～50℃ 

露点試験  

－30℃以下 

 ISO20492-1  

 アプローチ１ 

 米国式 

合計：756h  

（3h/回×252 回）  

10W/㎡以上 

合計：672h  

（14 日＋28 日）  

60℃－95%RH 

合計：252 サイクル  

（6h/回＝1512h）  

－29℃～60℃ 

露点試験  

－40℃以下 

 ISO20492-1  

 アプローチ２ 

 欧州式 

無し 合計：1176h  

（7 週間）  

58℃－95%RH 

合計：56 サイクル  

（12h/回＝672h）  

－18℃～53℃ 

乾燥材の含水量から  

水蒸気透過係数を算出  

合否でなく数値評価 

 

表 5-4-3 封止の加速耐久試験の内容比較 
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の製品は特にこの評価は不要と考えられるが、樹脂

を含むスペーサを使用した製品については本試験に

より確認を実施することとなる。 

 

③ Part3 : ガス濃度およびガスリーク率の算定 

複層ガラスへのガス注入は一般的に置換により行

われるため、注入時の対流などによりガスと空気が

混合するなど、注入量と中空層の容積との関係は一

定ではない。 

そのため、アプローチ 1 では製品のガス濃度を正

確に求める方法、加えてアプローチ 2 では耐久性試

験の前後の測定により、ガスリーク率を測定する方

法が規定されている。 

附属書への表記にも実際に設置された製品の結果

とは必ずしも一致しないとの表記はあるが、シール

の安定性や性能保持の目安としては有用な評価だと

考えられる。しかしながら、ガスクロマトグラフィ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー等高度な設備や測定技術が必要とされ、現状で

は国内に評価できる設備を所持している試験所がな

いため適用が困難である。 

 一方で本研究において、試作品のガラス部の熱貫

流率および熱抵抗の測定結果がシミュレーションで

求めた値にほぼ一致していることから、初期の充填

濃度については現在の充填方法の妥当性が確認でき

ている。リーク率については、耐久性試験前後の熱

貫流率の比較等により評価を行う予定である。 

 

④ Part4 : エッジシールの物理的特性の試験方法 

材料単体の評価となるためここでは述べない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験規格 試験体 実施期間 試験方法 判定基準 

JIS R3209 － － － － 

ISO 20492-1 

アプローチ 1 

for North America 

305×505mm 

2 層構造－2 セット 

4T＋A12＋4T 

3 層構造－4 セット 

4T+A6+4T+A6+4T 

7 日間 

(168h) 

 

曇りが 

観測され 

ないこと 

ISO20492-1 

アプローチ 2 

a)British 

b)Continental 

Europe 

302×502mm 

2 層構造－2 セット 

4T＋A12＋4T 

168±4h 

 

曇りが 

観測され 

ないこと 

ISO20492-1 

アプローチ 2 

c)放射壁 

 

302×502mm 

2 層構造－2 セット 

4T＋A12＋4T 

168±4h 

 

曇りが 

観測され 

ないこと 

 

表 5-4-4 ケミカルフォギングテストの内容比較 
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6. 高性能窓の導入効果について 
(1) 検討概要 

窓の断熱性能が高く（熱貫流率が小さく）なると、

住宅の外皮からの熱損失量を大きく減らすことがで

き、また、窓の室内表面温度が室温に近くなって冬

季のコールドドラフト感を抑えるなど快適性に寄与

する。 
しかし、断熱性能の向上に伴い一般にガラスの日

射取得率が小さくなるため、冬季の日射受熱の多い

面においては、熱損失の低減量以上に日射熱の取得

量が減って年間の暖冷房負荷が増加する場合もある。

したがって、地域、方位別に、断熱性能と日射熱取

得率のバランスが最適なガラスを選定することが必

要である。 
本章では、まず、窓の貫流熱損失と日射熱取得の

収支を、地域別、方位別、ガラス種類別に計算し、

窓の性能向上により窓単体が熱負荷の削減と増加の

どちらに寄与するか（熱収支の正負）を示す。これ

は、地域、方位別に最適なガラスを選定するための

資料として活用できる。次に、住宅の熱負荷計算ソ

フトを用いて、住宅１棟のモデルにおいて高性能窓

を導入した時の暖冷房負荷を計算し、年間の暖冷房

負荷の削減効果を示す。最後に、熱流体解析（CFD）

により、高性能窓を導入した時のコールドドラフト

抑制等の室内の快適性に関する効果を示す。 
 
(2) 窓単体の熱収支に関する検討 

1) 窓の熱収支の計算方法 

① ガラス部の日射熱取得・損失熱量の計算 6-1) 

窓からの全取得･損失熱量は次式で表すことがで

きる。 
 

QG=QGT＋QGA+QGO (6-2-1)式 
  
日射の熱取得はそれぞれ、以下で示される。 
 

QGT =AGS･{(1-FSDW)･τTD･ID＋τTd･Id} (6-2-2)式 
=AGS･τTN {(1-FSDW)･CID･ID＋Cd･Id} 

 
QGA =AGS{(1-FSDW)･BD･ID＋Bd･Id} (6-2-3)式 

=AGS･BN {(1-FSDW)･CID･ID＋Cd･Id} 
 
CID =τD /τN 

  =3.4167cosθ－4.3890 cos2θ+2.4948 cos3θ 

－0.5224 cos4θ (6-2-4)式 
 
Cd =τd /τN =0.91 (6-2-5)式 

 
CID 、Cd は透過率の特性を示すものであるが、透

過率に比べ吸収率は小さいので、吸収率に関しても

用いる。 
貫流熱量は、次式で示される。 
 









−

⋅
−= R

S
awGOGO TRNFTUAQ

0a
ε     (6-2-6)式  

 
② 不透明部位（フレーム部）の日射熱取得 

 上記には、ガラス以外の日射の取得量が含まれて

いないので、外壁等と同様の日射熱取得量の計算式

により、取得量を計算し、加算する。 
 

fFAfFAFA UAUaAQ ⋅⋅= 0.034
0

≒
a

 (6-2-7)式 

 
③ 暖房期間・冷房期間の熱収支 

以上の熱収支を毎時計算し、積算して暖房期間、

冷房期間の熱収支を求める。ここで、窓の熱収支を

単純に合計して期間の収支とすると、暖冷房負荷が

小さくかつ日射熱取得が暖冷房負荷に寄与する割合

が低い時期も等しく評価される。そこで、まず月毎

に合計し、月毎の熱収支に、内外温度差による熱損

失（貫流熱）の年間の割合をかけて積算する。ただ

し、冷房期の貫流熱が負の場合は、負荷にならない

ので積算しない。 
 

( )

∑

∑ ⋅
=

n
GO

n
GO

n
G

T

Q

QQ
Q  (6-2-8)式 

 
 

2) 窓の熱収支計算と負荷計算ソフトとの方位別窓

単体の評価比較 

① 概要 

 上記により窓単体で評価した暖房、冷房期間の熱

収支が正、つまり熱取得が多いほど、暖房負荷は削

減となり、冷房負荷は増加となると判断するが、そ
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の窓を採用した住宅の熱負荷計算による熱負荷の増

減と相違が生じると、窓単体での評価はガラスの選

定の指標として使用できない。そこで、前述で評価

した窓単体の熱収支と、熱負荷計算ソフトで計算し

た暖冷房負荷を比較検証した。 
 
② 計算条件 

A）熱負荷計算 
 熱負荷計算は、汎用熱負荷計算プログラム

Sim/Heat を用いた。 
 表 6-2-1 に計算条件を示す。地域の気象データは

拡張アメダス気象データ 6-2)を用いた。 
表 6-2-2 に、比較する窓の熱貫流率、日射遮蔽係

数を示す。日射遮蔽係数は、日射熱取得率を 0.88
（3mm 透明ガラスの取得率）で割った値である。窓

の熱貫流率および日射取得を 0 とした状態を基本ケ

ースとし、一方位だけの窓に①～④の仕様を与え、

暖冷房負荷の増減を計算した。南および南東は、南

の窓に①～④の仕様を与え、建物の方位を回転させ

た。東～北東は、東の窓に①～④の仕様を与え、建

物の方位を回転させた。 
各条件で、暖冷房負荷の基本ケース（熱貫流率お

よび日射取得を 0 とした状態）との差を、与えた窓

の面積で割り、窓の単位面積あたりの負荷増減量と

した。 
 

 

表 6-2-1 熱負荷計算条件 
住宅モデル 図 6-2-1  事業主基準 6-3)の住宅モデルの軒、庇等をなくしたもの 
地域（地域区分） 札幌（2） 東京（6） 
断熱仕様 
[W/(m2K)] 

外壁 0.338 0.469 
床 0.308 0.452 
天井（屋根） 0.167 0.235 
出入口 2.33 4.65 

空調 全館連続運転 暖房：20℃、冷房 27℃/60% 
部分間欠 ― 暖房：20℃、冷房：27℃（就寝時 28℃）湿度 60% 

スケジュール 事業主基準 6-3)のスケジュール 
排熱換気（冷房期） 室温の下限 28℃、外気温上限 26℃、自然換気 10 回/h 
全般換気 全室 0.5 回/h 

 
 

 
札幌モデル           東京モデル 

図 6-2-1 計算モデル 
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表 6-2-2 窓の熱貫流率と日射遮蔽係数 
 基本ケース ①日射遮蔽型

（Kr） 
②日射遮蔽型

（Ar） 
③ベストバラ

ンス型 
④日射取得型 

熱貫流率 [W/m2] 0×10-40 0.6 0.8 0.9 1.1 
日射遮蔽係数   0.020 0.329 0.329 0.50 0.659 
 放射遮蔽係数 0.010 0.241 0.241 0.347 0.582 

対流遮蔽係数 0.010 0.088 0.088 0.153 0.077 
 ※Sim/Heat では 0 とするとエラーになるためわずかに与えている。 
 
 
B）窓の単体の熱収支計算 

地域および気象データは、熱負荷計算と同じであ

る。窓の仕様は、表 6-2-2 の①～④である。窓を 1m2

とし、熱負荷計算との比較のため不透明部位はなし

として計算した。 
暖房期間は、日平均外気温度が 14℃以下のときと

し、室内設定温度 20℃として計算する。冷房期間は、

通風を行えば室温は外気+3℃程度に室温上昇を抑

えられるとして、日平均外気温度が 24℃以上のとき、

室内設定温度 27℃として計算する。 
 
③ 計算結果 

A）札幌全館連続空調 
 図 6-2-2 に、熱負荷計算による窓 1m2 あたりの基

本ケースに対する暖房負荷、冷房負荷、期間合計負

荷の増減量を示す。正が負荷の削減量、負が負荷の

増加量である。図 6-2-3 に、窓の単体の熱収支計算

による暖房期間、冷房期間、期間合計の熱収支を示

す。ただし、冷房期間は、熱取得が多いほど冷房負

荷の増加となるので、図 6-2-2 の冷房負荷の増減量

と比較できるように、冷房負荷が増加になるほど負

（熱取得より損失が多いほど正）になるように軸を

変えている。また、期間合計の熱収支は、暖房期間

と冷房期間は負荷が違うので、単純に両期間の収支

を合計することはできない。合計するのであれば、

暖房負荷と冷房負荷の割合で重みづけなどをする必

要がある。しかし、冷房負荷と暖房負荷の割合は、

地域、住宅の仕様によって異なってしまい、一概に

は決定できない。地域及び住宅の性能別に重みづけ

の係数を示すことも今後必要であるが、ここでは、

Sim/Heat の負荷計算結果もあるため、仮に基本ケー

ス（熱貫流率および日射取得を 0 とした状態）の暖

房負荷：冷房負荷の割合をそれぞれ暖房期間と冷房

期間の熱収支にかけて加算し、期間合計の熱収支と

して示した。札幌の場合は、暖房負荷：冷房負荷は

0.98：0.02 であった。 
図 6-2-2の暖房負荷と図 6-2-3の暖房期間の北東～

南を比較すると、負荷削減効果の順は熱負荷計算と

窓単体の熱収支計算で同じ結果となった。いずれも、

窓②は全方位において他の窓と比べると負荷削減効

果が低く（熱取得が小さく）、東北東を境に南側では

④、③、①の順で負荷削減効果が高く（熱取得が多

く）、北側ではその逆の順であった。 
次に、図 6-2-2 の冷房負荷と図 6-2-3 の冷房期間の

北東～南を比較すると、両者の負荷削減効果が高い

順は①と②で逆のように見えるが、窓による差が極

めて小さいので、どの窓であっても負荷に大きな差

は生じない結果である。 
図 6-2-2 の期間合計の負荷増減量と、図 6-2-3 の期

間合計の熱収支は、札幌では冷房負荷は暖房負荷に

比べると非常に小さいので、いずれも暖房負荷（暖

房期間）だけで見たときと負荷削減効果の順は変わ

らない結果となった。 
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暖房負荷増減量             暖房期間（正のとき熱取得＞損失） 

  
冷房負荷増減量             冷房期間（負のとき熱取得＞損失） 

  
期間合計負荷増減量             期間合計（プラスの方が負荷削減大） 

図 6-2-2 熱負荷計算による負荷増減量（札幌）      図 6-2-3 窓単体熱収支（札幌） 
 
 
 
B）東京全館連続空調 
 図 6-2-4 に、熱負荷計算による窓 1m2 あたりの基

本ケースに対する負荷の増減量を示す。図 6-2-5に、

窓の熱収支計算による熱収支を示す。東京の全館空

調の場合は、暖房負荷：冷房負荷は 0.66：0.34 であ

った。 
 図 6-2-4と図 6-2-5の暖房期間の北東～南の方位を

比較すると、窓の負荷削減効果の順が入れ替わる方

位が、熱負荷計算では東北東、窓の熱収支計算では

北東で、両者に 22.5°程度方位にずれがあった。しか

しこの東北東と北東の方位あたりでは、負荷の増減

や収支は 0 に近く、この中ではどの窓を選定しても

負荷に及ぼす影響は小さいので、このずれは問題な

い範囲と考える。次に、冷房期間を比較すると、い

ずれも②、①、③、④の順で冷房負荷の増加が小さ

い点は同じで、順位の逆転する方位もない。また、

東南東が窓を設けることで冷房負荷が最も増加する

方位である点も同じである。期間合計を比較すると、

熱負荷計算による負荷増減量は、東南東から南では、

④、③、①、②の順で負荷削減効果が高く、東南東

から北では順序が逆転する。窓単体の熱収支計算で
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は、順序の逆転する方位が東で、熱負荷計算の東北

東とは 22.5°のずれが生じた。しかし、この順位が逆

転する方位あたりでは、負荷の増減や収支は 0 に近

いので、どの窓を選んでも負荷に及ぼす影響は小さ

い。したがって、順位が逆転する方位に多少のずれ

があっても、ガラスの選定の指標として問題はない

と考えられる。 

 
 

  
暖房負荷増減量             暖房期間（正のとき熱取得＞損失） 

  
冷房負荷増減量             冷房期間（負のとき熱取得＞損失） 

  
        期間合計負荷増減量            期間合計（プラスの方が負荷削減大） 
図 6-2-4 熱負荷計算による負荷増減量（東京・連続）     図 6-2-5 窓単体熱収支（東京・連続） 

 
 
C) 東京部分間欠空調 
 図 6-2-6 に、熱負荷計算による窓 1m2 あたりの基

本ケースに対する負荷の増減量を示す。図 6-2-7に、

窓の熱収支計算による期間合計の熱収支を示す。暖

房期間、冷房期間は図 6-2-5 と同じである。部分間

欠空調では、暖房負荷：冷房負荷は 0.58：0.42 で、

全館連続空調のときより冷房負荷の割合が増えた。 
前述の全館連続空調の場合と比べて、暖房負荷と

冷房負荷それぞれでは、負荷削減効果の順序の逆転

する点及び順序にはほぼ違いはない。期間の合計で

は、順序の逆転する方位が全館連続空調からは若干

ずれた。負荷計算と窓単体の収支計算の順序の逆転
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する方位にも差が生じたが、いずれも東北東から東

南東の間である。前述同様、この順序が逆転する方

位のあたりでは、窓の違いによる負荷削減効果の差

は小さいので、窓単体の収支計算で窓を選定しても

問題はないと考える。 
 
 
 

 

 
暖房負荷増減量 

  
  冷房負荷増減量 

   
期間合計負荷増減量             期間合計（プラスの方が負荷削減大） 

図 6-2-6 熱負荷計算による負荷増減量（東京・間欠）  図 6-2-7 窓単体熱収支期間合計（東京・間欠）   
 
 
 

以上の結果、窓単体の熱収支計算と負荷計算を比

較し、方位別の負荷削減効果の順の両者の差は問題

ない程度であり、窓単体の熱収支計算を方位別に最

も負荷削減に寄与する窓仕様を選定する指標として

の可能性があることを確認できた。 
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3) 窓の熱収支計算 
① 概要 

 本研究で検討した超高断熱窓で、フレーム部の仕

様を固定し、ガラスの仕様を変えた場合の方位別の

窓の熱収支計算を行い、方位別に最適なガラスを選

定する指標を示す。 
 表 6-2-3 に、窓の特性と暖冷房負荷比率を示す。

①が熱貫流率 0.65W/(m2K)の仕様であり、⑤になる

につれて、ガラスの日射熱取得率は高くなるが、窓

の熱貫流率も大きくなる。暖房負荷と冷房負荷の年

間比率は、次節で計算した住宅１棟に標準的な窓を

採用したときの暖冷房負荷の結果から求めた。東京

以外の４つの地域は、全館連続空調と部分間欠空調

で比率に大きな差がないので、全館連続空調のとき

の比率を用いて、年間の合計の収支を求めた。東京

は、全館連続空調と部分間欠空調の比率に大きな差

があるので、両方の比率を用いた。 
 

 
 

表 6-2-3 設定した窓の特性と暖冷房負荷比率 
 ①日射遮蔽型 1 ②日射遮蔽型 2 ③バランス型 ④日射取得型 1 ⑤日射取得型 2 

室内設定温度 
[℃] 

暖房 20 20 20 20 20 
冷房 27 27 27 27 27 

日射熱取得率（ガラス） 0.28 0.35 0.51 0.62 0.75 
日射遮蔽係数（ガラス） 0.32 0.40 0.58 0.71 0.85 

面積[m2] 
ガラス 0.64 0.64 0.64 0.64 0.64 
枠 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36 

熱貫流率 
[W/(m2K)] 

窓 Uw 0.65 0.83 0.88 1.24 1.43 
ガラス Ug 0.39 0.64 0.69 1.23 1.49 
枠※ 1.11 1.17 1.22 1.26 1.32 

 地域 旭川 札幌 盛岡 長野 東京 

暖 冷

房 比
(0-1) 

全 館 連

続空調 
暖房 0.96 0.95 0.90 0.83 0.56 
冷房 0.04 0.05 0.10 0.17 0.44 

部 分 間

欠空調 
暖房 0.97 0.96 0.89 0.81 0.41 
冷房 0.03 0.04 0.11 0.19 0.59 

 ※枠の熱貫流率＝（窓の熱貫流率 UW－ガラス面積×ガラスの熱貫流率 Ug）/枠の面積 で求めたもの。 
 

 

② 計算結果 

 図 6-2-8 に、各地域の暖房期間、冷房期間、期間

合計の窓単体の熱収支計算結果を示す。縦軸の正に

なるほど負荷の削減効果が大きい。旭川、札幌、盛

岡、長野に関しては、南は⑤、東と西は③、北は①

が最適なガラス（負荷削減効果が高い）という結果

となった。東京に関しては、全館連続空調も部分間

欠空調も、北と東と西は①が最適という結果である。

南は、全館空調では①と③と⑤がほぼ等しく良く、

部分間欠空調では①と③が良い結果となったので、

東京は、全方位①で統一するのが最適と判断する。 
 上記の窓単体の評価では庇等を考慮していないが、

庇やブラインド等で夏季の日射を遮蔽する場合は暖

房期間の評価で判断できる。したがって、いずれの

地域も南は⑤、東と西は③、北は①が最適となる。

また、隣棟等の影響で日射が期待できない面は、北

面同等として判断する必要がある。 
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 旭川・暖房期間        旭川・冷房期間        旭川・期間合計 

 
      札幌・暖房期間       札幌・冷房期間         札幌・期間合計 

 
      盛岡・暖房期間        盛岡・冷房期間        盛岡・期間合計 

 

長野・暖房期間        長野・冷房期間         長野・期間合計 

 
東京・暖房期間（全館連続）  東京・冷房期間（全館連続）  東京・期間合計（全館連続） 

図 6-2-8 その 1 窓単体の熱収支計算 
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東京・暖房期間（部分間欠）  東京・冷房期間（部分間欠）  東京・期間合計（部分間欠） 

図 6-2-8 その 2 窓単体の熱収支計算 
 
 

 

(3) 窓の性能と住宅の暖冷房負荷・CO2 排出量 

1) 計算条件 
住宅１棟のモデルを用いて、負荷計算による高性

能窓の暖冷房負荷と暖房による CO2 排出量の削減

効果を示す。 
表 6-3-1、表 6-3-2 に住宅モデルの計算条件を示す。

表 6-3-3 に、窓の条件を示す。標準的な窓に対して、

すべて表 6-2-3 の①熱貫流率 0.65W/(m2K)の高断熱

窓とした熱貫流率重視型、南を表 6-2-3 の⑤、北を

同①、東と西を同③と方位別に東京を除き最適なガ

ラスを選んだバランス重視型、の 3 条件である。東

京は、熱貫流率重視型（すべて①）が最適という判

断であるが、他地域のバランス重視型と同じ条件で

も計算する。表 6-3-4 に、住宅モデルの方位別の面

積の合計を示す。年間の窓の熱収支が正（負荷が削

減）となる方位の面では、外壁よりも窓の面積の割

合を大きくした方がより負荷を削減できる。例とし

て、図 6-2-8 から、①～⑤のすべての種類で札幌は

南の熱収支が正、東京の部分間欠空調は、南では①

の熱収支がわずかに正であるが⑤は負である。そこ

で、事業主基準モデル 6-3）のサイズから、札幌の全

館連続空調の条件のみ南の開口部の面積大きく、ま

た、東京の部分間欠暖房の条件はすでに南の開口部

の面積は大きいので小さくした場合の条件で比較の

計算を行った。 
 

 

 
表 6-3-1 計算条件 
モデル 事業主基準モデル 6-3)の平面で、庇や軒をなくしたもの（図 6-2-1 参照） 
地域（地域区分） 旭川（1）、札幌（2）、盛岡（3）、長野（3）、東京（6） 
断熱仕様（窓を除く） 表 6-3-2 
空調 全館連続運転 暖房：20℃、冷房 27℃/60% 

部分間欠 暖房：20℃、冷房：27℃（就寝時 28℃）湿度 60% 
 暖房は石油熱源温水パネルヒータで熱源器定格効率 83%を想定し、熱源

効率計算法は平成 25 年省エネ基準の計算法に基づく。冷房は COP 3.0 の

エアコンを想定。 
スケジュール 事業主基準 6-3)のスケジュール 
排熱換気（冷房期） 室温の下限 28℃、外気温上限 26℃、自然換気 10 回/h 
全般換気 全室 0.5 回/h 

 表 6-3-2 断熱仕様 
      

地域 

外皮熱貫流率[w/(m2K)] 備考 

外壁 屋根 床 基礎壁 ドア 

旭川・札幌 0.336 0.167 ― 0.263 2.33 基礎断熱 

盛岡 0.485 0.236 0.308 0.263 2.33 床断熱、玄関土間 

長野 0.485 0.236 0.452 0.495 3.49 

東京 0.485 0.236 0.452 0.495 4.65 
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表 6-3-3 窓条件 
仕様名 地域 方位 窓の熱貫流率 

Uw[W/(m2K)] 

熱的性能 

放射遮蔽係数 対流遮蔽係数 

標準 旭川 全共通 1.60 0.330 0.050 

札幌・盛岡・長野 1.90 0.435 0.015 

東京 2.33 0.370 0.080 

高

性

能 

高断熱（熱貫流率重視） 全地域 全① 0.65 0.280 0.040 

方位別バランス重視 全地域 南⑤ 1.43 0.780 0.060 

北① 0.65 0.280 0.040 

東・西③ 0.88 0.520 0.060 

  
 

表 6-3-4 方位別開口部の面積[m2] 
 方位 旭川・札幌・盛岡 モデル 長野・東京 モデル 

基準 南開口大 基準 南開口小 
南 15.03 19.77 19.67 14.93 
西 1.66 同左 2.07 同左 
北 2.22 同左 3.15 同左 
東 3.09 同左 3.79 同左 

 
 
 
2) 計算結果 
 図 6-3-1 に、各地域の年間の暖房・冷房負荷を

示す。標準と比べて、すべて高断熱にした場合（熱

貫流率重視）は、全地域とも 15%前後年間の暖冷

房負荷が削減できる。さらに、方位別に最適なガ

ラスにした場合（バランス重視）では、東京を除

き、標準と比べて全館連続空調で 21～29%削減、

部分間欠空調で 28～39%削減となる。東京は、す

べて高断熱にした場合に標準と比べて全館連続空

調で 19%程度、部分間欠空調で 16%程度削減とな

る。東京は、方位別に他地域と同様にガラスを変

えた場合（バランス重視）は負荷が増える結果と

なったが、これは、東京においては全方位高断熱

（熱貫流率重視）が最適という予測の通りである。 
 図 6-3-2 に、各地域の年間の暖房と冷房による

CO2 排出量示す。暖房・冷房負荷と似た傾向が強

いが、比較的冷房の影響が大きくなる。 
図 6-3-3 に、窓のサイズを変えた場合の結果を示

す。札幌において、標準（熱貫流率 1.9 W/(m2K)、
日射遮蔽係数 0.45）の窓仕様では南の開口を大き

くすると負荷が増加したが、高断熱窓では、開口

を大きくすると負荷が減少する結果となった。東

京においては、窓を小さくしたときに、標準およ

び高断熱窓で方位別にガラスを変えた場合（バラ

ンス重視）では負荷が減少したが、すべて高断熱

にした場合（熱貫流率重視）では負荷は増加した。

つまり、東京は南面が高断熱（熱貫流率 0.65 
W/(m2K)）窓であれば開口部が大きいほど負荷が

削減できる。ただし、以上は、庇や隣棟等の日射

遮蔽物がない場合の結果であるので、冬季に日射

が見込めない面は高断熱（熱貫流率 0.65 W/(m2K)）
窓にするなどの判断が必要である。 
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          全館連続空調               部分間欠空調 

図 6-3-1 年間の暖冷房負荷（窓選定の比較） 

  

          全館連続空調               部分間欠空調 
図 6-3-2 年間の CO2 排出量（窓選定の比較） 

 
札幌全館連続空調             東京部分間欠空調 

図 6-3-3 年間の暖冷房負荷（南面開口面積による比較） 
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(4) 室内温熱環境評価 

1) 評価概要 
① 計算モデル 

 図 6-4-1 に、熱流体解析（CFD）によって室内の

温度、気流をシミュレーションする対象のモデルを

示す。外壁の２面が外気、床が床下空間、その他壁

および天井は室内に接する。部屋は空気対流式の暖

房器により温風を吹出して暖房する。 
解析コード（汎用CFDプログラム）は STAR-CCM+、

メッシュはポリヘドラル、乱流モデルは、標準 k-ε
乱流モデルである。 

温度、気流の分布の他、部屋中央（床上 1.2ｍ）に、

放射率１、直径 150mm のグローブ球を設定し、そ

の中央の温度（グローブ温度）も解析する。 
 
② 計算条件 

表 6-4-1 に、計算条件を示す。窓の熱貫流率は、

A)0.6W/(m2K)と、現在北海道内の新築住宅で多く使

われている B)1.9W/(m2K)の 2 条件で比較を行う。暖

房器の吹出し温度は 26℃で固定し、部屋中央の温度

が 22℃程度になるように吹出しの流量（流速）で放

熱量を調整した。 
 

 
図 6-4-1 計算モデル 

 
 表 6-4-1 CFD 計算条件 

熱貫流率[W/(m2K)] 熱抵抗値[(m2K)/W] 外気温度[℃] 放熱量[W] 
窓 外壁 床 －5℃ 窓 A（0.6） 窓 B(1.9) 

A)0.60 B)1.90 0.29 2.95 182 283 
 ※熱貫流率から室内の表面熱伝達を除いて与えている 
 
2) 評価結果 
 図 6-4-2 に、X 断面、Y 断面の温度分布を示す。

部屋中央部の上下温度差等に大きな差はなかったが、

窓近傍を見ると、熱貫流率 0.6W/(m2K)では 20℃程度

で室温とは 2℃差であるのに対し、熱貫流率 1.9W/ 
(m2K)では 16～17℃と室温とは 5～6℃の差がある。

また、部屋中央の室温 22℃に対して、グローブ温度

は、熱貫流率 0.6W/(m2K)では 19.5℃、熱貫流率

1.9W/(m2K)では 19.1℃と、放射温度にわずかに差が

生じた。これは窓の表面温度の違いによるものであ

り、窓が部屋の面に占める面積割合にもよるが、窓

を高性能にすることで、放射環境が良くなる（より

暖かく感じる）と言える。 

 図 6-4-3 に、断面の気流を示す。窓近傍の下降流

を見ると、窓の熱貫流率 0.6W/(m2K)では 0.12m/s 程
度、熱貫流率 1.9W/(m2K)では 0.15m/s 程度で、窓の

断熱性能が良いほど気流速が小さくなることがわか

る。なお、部屋中央の気流速が速い部分は、暖房器

の吹出しの気流であり、窓の熱貫流率 1.9W/(m2K)
では熱貫流率 0.6W/(m2K)と同じ室温とするために

は暖房の放熱量が多く必要となるため、吹出しの風

速が速くなって、室内の気流速が速くなっている。

つまり、空気対流式の暖房器の温度制御方法（例え

ば流量で室温を制御する方法など）によっては、窓

およびその他の断熱性能を良くすることで、対流に

よる乾燥感等も抑える効果があると考えられる。  

天井・間仕切壁：対象面（熱移動 0） 

窓 幅 1,650×1,800mm 

窓 幅 1,650×1,300mm 

窓 幅 1,650×1,300mm 

5,460 

3,640 

2,400 

400 

X 

X’ 

Y 

Y’ 
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X-X’断面               Y-Y'断面 

A)窓熱貫流率 0.6W/(m2K) 

 
X-X’断面               Y-Y'断面 

B)窓熱貫流率 1.9W/ (m2K) 

 
図 6-4-2 温度分布 

 
X-X’断面               Y-Y'断面 

窓熱貫流率 0.6W/ (m2K) 

 
X-X’断面               Y-Y'断面 

窓熱貫流率 1.9W/ (m2K) 

 
図 6-4-3 気流分布 

空気 22.3℃ 
放射 19.5℃ 

空気 22.3℃ 
放射 19.0℃ 
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(5) まとめ 

 以下に、本章のまとめを示す。 
・住宅モデルを用いた試算で、標準窓（旭川

1.6W/(m2K)、札幌･盛岡･長野 1.9 W/(m2K)、東京 2.33 
W/(m2K)）から、前章までで検討を行った高断熱窓

への置換で 15%程度の暖冷房負荷を削減できる。

また、窓近傍の温度が室温により近づき、放射温

度環境が良くなる。 
・本研究で示したフレーム部を用いてガラス性能を

変更した場合の窓単体の熱収支を全国 5 地域で試

算した。その結果、日射遮蔽物がない条件におい

て、旭川、札幌、盛岡、長野では、南面には日射

取得型のガラス（窓の熱貫流率 1.43W/(m2K)、ガラ

スの日射熱取得率 0.75）、北には日射遮蔽型・高断

熱のガラス（窓の熱貫流率 0.65W/(m2K)、ガラスの

日射熱取得率 0.28）、東および西にはバランス型の

ガラス（窓の熱貫流率 0.88W/(m2K)、ガラスの日射

熱取得率 0.51）を選定すると暖冷房負荷の削減に

最も効果があることがわかった。また、東京では、

全方位で日射遮蔽型・高断熱のガラスが暖冷房負

荷の削減に効果が高いことがわかった。 
・住宅モデルを用いた試算で、標準窓から上記検討

によるガラス性能の使い分けを行った結果、各地

域で 20～30%の暖冷房負荷を削減できた。 
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[第 6 章記号] 
a ：日射吸収率≒0.8 

AGO ：開口部面積[m2] 

AGS ：ガラス面積[m2] 

AFA ：不透明部位の面積[m2] 

BD ：直達日射に対する吸収日射取得率 

Bd ：拡散日射に対する吸収日射取得率[-] 

BN ：垂直入射時の BD[-]（標準ガラス比）＝対流遮

蔽係数 

CID ：標準入射角特性（3mm 透明ガラス） 

FS ：面の天空に対する形態係数（垂直 0.5） 

FSDW ：日影面積率[-]（日よけがなければ 0） 

ID ：窓面に入射する直達日射[W/m2] 

Id ：窓面に入射する拡散日射[W/m2] 

QGT ：透過日射熱取得[W] 

QGA ：吸収日射熱取得[W] 

QGO ：貫流熱量[W] 

RN ：夜間放射量[W/m2] 

Ta ：外気温度[℃] 

TR ：室内温度[℃] 

α0 ：表面熱伝達率[W/m2K]≒23 

ε ：長波長放射に対する放射率≒0.9[-] 

Uw ：開口部平均熱貫流率[W/m2K] 

Uf ：不透明部位の平均熱貫流率[W/m2K] 

τTD ：直達日射に対する透過率[-] 

τTd ：拡散日射に対する透過率[-][-] 

τTN ：垂直入射時の τTD[-]（標準ガラス比）＝放射遮

蔽係数 

τN ：垂直入射時の透過率（3mm 透明ガラス）≒0.88 

τD ：入射角 θのときの透過率（同上） 

τd ：拡散日射に対する垂直入射時の透過率 
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7. まとめ 
本研究では、世界最高水準の断熱性能を持つ窓製

品の開発に向け、それを実現するための各種技術要

件を明らかにするとともに、試験体の製作と性能検

証によってその実現性を検討した。また、検討した

窓の年間熱収支や代表的な住宅モデルに導入した際

の試算から、暖冷房負荷削減や温熱環境確保の効果

を示すとともに、気候特性や方位に応じた本サッシ

フレームとガラス性能の適切な組み合わせを明らか

にした。 
第 2 章で述べた海外の先進事例調査では、ヨーロ

ッパA社の熱貫流率の公称値0.67W/(m2K)の製品を

輸入し、性能検証及びフレーム部の分解や材料分析

の結果、調査対象製品は公称値を満足しない可能性

があるものの、フレーム内部への断熱材充填や断面

の形状において、本研究の参考となる技術的知見を

得ることができた。 
第 3 章では、技術的検討を踏まえ数値解析による

窓の各部位の断熱性能向上の可能性を検討した。こ

こでは、フレーム内部への断熱材充填、フレーム内

部のメッキ処理、フレーム部の断面形状や材質変更、

ペアガラス内部への低放射フィルム挿入による空気

層の形成とガスの封入、フィルム挿入のためのエッ

ジスペーサーの仕様が及ぼす断熱性能への影響を定

量的に把握した。これを踏まえ、各部位の断熱性能

向上の要素技術の組み合わせにより、熱貫流率 0.60 
W/(m2K)を達成する仕様（pp.38, 表 3-7-1）を提案

した。 
しかし、上記で提案する熱貫流率 0.60 W/(m2K)

仕様は、現状では製造上困難な技術（フレーム内部

のメッキ処理及び定型断熱材の充填）もしくは製造

コスト上の問題点（ペアガラス内部へのキセノンガ

ス封入）があることから、製品化を見据えた現実的

な仕様で試作品による断熱性能の検証を行った。そ

の結果、世界最高水準の断熱性能の窓として、数値

解析で熱貫流率 0.65 W/(m2K)の仕様で、 0.63 
W/(m2K)の試験結果を得ることができた。 

長期的な断熱性能の確保もしくは製造時の課題に

係る事項を第 5 章に整理した。 
長期的な断熱性能の確保に関しては、夏季の日射

受熱による変形性に関する試験を行い、開閉に支障

がないことを確認した。また、本研究において試験

は実施しなかったものの、複層ガラスの耐久性に関

する試験方法について国内外の規格を参照し、本研

究で検討した窓について今後検証が必要な事項を整

理した。 
製造時の課題に関しては、フレーム内部への断熱

材として硬質ウレタンフォームの充填性に関して検

討を行い、試作品制作の中で充填性が向上したこと

が確認できたほか、打診による充填状況の確認の可

能性を示した。また、試作品では実現しなかったフ

レーム内部のメッキ処理について、実験室レベルで

の加工及び製品化の際の製造法の検討を行い、今後

の課題を整理した。 
第６章では、前章までに検討した高断熱窓フレー

ムを使用した上で、地域や方位に応じた暖冷房負荷

削減のためのガラス性能の使い分けについて検討を

行った。その結果、日射熱取得による暖房負荷削減

も大きいことから、断熱性能だけでなく日射熱取得

率に配慮し、地域や方位・日射条件に応じたガラス

の使い分けが効果的なことを示した。 
また、一般的な性能の窓から本研究で検討した窓

に変更することによる負荷削減効果、窓近傍空気温

度等の温熱環境の改善効果を示した。 
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なお本研究では、試作品で断熱性能の検証を行っ

たが、今後の製品化に際しては第三者機関での検証

などを重ねる必要がある。一部その他性能に関して

も実験を行ったが、製品化のためには第 5 章で示し

た耐久性の検証や硬質ウレタンフォームの充填性確

認の方法の確立が必要となる。 
また本研究では、フレーム内部のメッキ処理、フ

レーム内部へのさらなる高性能断熱材（フェノール

フォームクラス）の充填、低放射フィルムとウォー

ムエッジスペーサ（ステンレスと樹脂の複合）の組

み合わせ、キセノンガスの充填と低放射フィルム枚

数の増加、については断熱性能向上の効果があるも

のの、現状では製造上困難もしくはコスト上問題が

あることから、試作の対象外とした。将来、今回の

試作品で実現した熱貫流率 0.63 W/(m2K)を上回る

断熱性能が求められるようになるとき、これら要素

技術の再検討が必要となる。 
第 6 章で実施した窓単体の熱収支と代表的な住宅

モデルを対象とした暖冷房負荷の計算から、本研究

で検討した窓による暖冷房負荷の削減効果と本研究

で検討した窓フレームとガラス性能の気象条件や方

位に応じた適切な組み合わせを、限定的な条件の中

で提示した。しかし、窓の熱貫流率が壁体に近づき、

従来住宅熱損失の多くを占めた窓が日射熱取得を含

めると壁体よりも熱損失・取得の面から有利になる

可能性が増えることは、寒冷地の住宅設計の考え方

に大きな転換をもたらす可能性を大いに有する。本

研究で提案した超高断熱窓を前提とした寒冷地の住

宅設計の在り方の提案も今後の大きな課題と言える。 
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